
第６章

自然と調和する住みよいまち



項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

どのように貢献したか

景観施策を推進すること
で、市民が住み続けたいと
思える街並み形成や居心
地の良さに寄与した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

土地区画整理事業の実施
とあわせて、地区計画制度
等の活用によって安全で安
心な街づくりを進める。

（令和元年度より）
とことこ景観資源の指定件数

①景観市民活動クラブの登録団
体数

②とことこ景観資源の指定件数

③とことこガーデンの指定件数

1,765千円法定受託＋附加

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

法定受託事務自治事務

所沢市ひと・まち・みどりの景観条例、景観法

事業の種別

1,137千円

根拠法令

一
般

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

12,660千円

景観市民活動クラブ登録団体数、
とことこガーデン指定件数は、いず
れも横ばいとなっており、引き続き
景観施策の効果を検証する必要が
ある。
とことこ景観資源指定数について
は、すでに申請されていた景観資
源候補所有者の同意が順調に得ら
れたこと、指定同意を前提とした景
観資源登録申請が複数あったこと
から増加に繋がった。

R2実績

引き続き他市の取り組みを研究するととも
に、今後も景観審議会で議論の場を設け、
施策体系を見直していく。

目標達成済

R3目標

R4目標

A

令和２年度に了承された景観計画見直し
における方向性の具体的な検討に入った。

景観資源の登録数を増やすことで、市民に周知できる
良好な景観資源が増加するため、間接的に景観に係
る興味や満足度をあげることに繋がる。

227208

R3目標値が未達成の理由・分析

総合
評価

評価
理由

B

・旧暫定逆線引き地区の北中、上
山口、牛沼地区について、令和３
年４月１日付けで用途地域の指定
を廃止した。
・市街化区域編入を目指す旧暫定
逆線引き地区の下安松東地区及
び土地利用推進エリアの三ケ島工
業団地周辺地区について、土地区
画整理事業の実施に向けて関係
機関と協議を行った。
・土地利用推進エリアの関越自動
車道所沢ＩＣ周辺地区について、発
起人会により区域検討パートナー
を選定した。

9地区

成果指標

3地区

R3目標値が未達成の理由・分析

0地区

R2実績

目標設定の考え方・根拠

指標名

610,759千円

1.55 人 202

R3実績

215

R2目標

指標名

R3正規職員
人件費

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

実施計画ランク

一
般

優先

23011,810千円

計画
コード

最優先

土地利用転換推進
事業

期間

H29～R20

都市
計画
課

景観まちづくり推進
事業

期間

H23～

611
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

612 具体的な内容
・景観まちづくりに取り組む景観市民活動クラブが、円滑に活
動できるよう情報の発信、場の提供や代表者会議の開催など
を行う。
・市民から「景観資源候補」を募集し、所沢らしい良好な景観の
形成に資するものを「とことこ景観資源」として指定し、公表す
る。
・所沢市景観審議会が選定した「とことこ景観賞候補」を、市長
が「とことこ景観賞」として表彰する。
目的
所沢らしい良好な景観の形成を推進する。

法定受託＋附加

都市計画法、土地区画整理法

事業の具体的な内容及び目的

市域を総合的に捉え、都市機能の無秩序な拡散防止と
自然環境との調和に配慮しながら、定住人口や交流人
口の増加、地域の活性化を図るため、計画的かつ適正
な土地利用の転換をめざすものである。

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

根拠法令

自治事務

0地区

R4目標

R3年度に改善した点

①各地区で開催・出席した説
明会、勉強会、役員会、総会
の合計数（地元主催を含む）

②上記説明会等への参加者
数

土地利用転換を図る地区数
・旧暫定逆線引き地区　6地区
（下安松東、上安松・下安松西、下安松中央、北中、上山口、
牛沼）
・土地利用転換推進エリア　3地区
（三ケ島工業団地、関越自動車道所沢ＩＣ、松郷工業団地）

・旧暫定逆線引き地区は、土地区画整理事業の実施
もしくは用途地域の指定の廃止により解消することを
指標とする。
・土地利用転換推進エリアは、土地区画整理事業の実
施により、土地利用が可能となったことをもって指標と
する。

・三ケ島工業団地周辺地区と下安松東地区の２地区
については、当初一地区づつ、都市計画決定する予
定で進めていたが、２地区を同時に都市計画決定す
るように埼玉県と調整をした。
・関越自動車道所沢ＩＣ周辺地区について、収支の視
点を踏まえ、実現可能な計画を立案するため、民間活
力を活用した手法を取り入れた。

9地区
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

土地利用転換は、都市計画、農地、環境等の関
連分野について、関係機関等の協議を継続的に
進める中、長期的な取り組みが必要である。各
年度の活動は、その時点で必要な協議を着実に
進めることが中心となる。

R2目標

都市計画変更及び土地区画整理事業認
可等の手続を滞りなく進めるため、県をは
じめとする関係機関との協議を行うととも
に、地権者及び近隣住民へ丁寧に説明し
理解を求めた。

66,154千円

8.29 人

法定受託事務

1,245,950千円

事業の具体的な内容及び目的

55,706千円

6.82 人

R2正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合 ①38回

②460人

R3実績R3目標

R2予算現額 R2決算額

610,759千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,051,345千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

①9

②227

③135

R2予算現額 R2決算額

1,290千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,081千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1.48 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0.3人

会年職
員等

0.3人



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理担当参事　工
藤　順一

どのように貢献したか

所沢駅周辺の計画的な土
地利用の推進と居住環境
の改善を図る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

事業及び所沢駅西口北街区市街地再開発事
業、所沢東町地区市街地再開発事業の施行
において、商業・業務施設の整備や歩行者
ネットワークの形成の検討を行うことにより、
雇用創出や経済の活性化、地方の文化振興・
産品販促につながる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

所沢東町地区市街地再開
発事業の施行に伴い整備
する都市計画道路の歩道
状空間を活用し、歩行者の
回遊性や賑わいの創出を
図る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

どのように貢献したか

ファルマン通り交差点の改
良により交差点の安全性
が向上し、交通事故の発生
が減少するとともに、交通
渋滞が緩和される。

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

日東地区まちづくり
事業

最優先

621
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、
所沢市街づくり条例等

期間

東町及び日吉町の一部を区域とする日東地区につい
て、所沢駅近接の商業地という地区の特性を踏まえ、民
間活力により都市基盤の整備と街区の再編を一体的に
図る事業を支援・誘導するとともに、安全で快適な都市
環境への改善及び計画的な土地利用を誘導する街づく
りを進めるものである。

目標設定の考え方・根拠

A

所沢東町地区市街地再開発事業
については、平成31年1月から施設
建築物建築工事に着手し、令和4
年1月に竣工した。
また、令和3年度から公共施設整
備（道路）工事に着工し、再開発組
合施工部分について令和4年度内
の工事完了を目指している。

R3年度に改善した点

再開発事業の進捗状況
施設建築物建築工事及び公共施設（道路）整備工事
の進捗状況を指標とする。

特になし。

R2目標

目標達成済

指標名

1.41 人
施設建築物29階躯体
建ち上がりまで完成

734,979千円 ①東町再開発
施設建築物の建築工事及び
工事監理に対する補助金等を
交付し、再開発組合に助言・
支援等を行う。
②骨格道路…権利者交渉事業の具体的な内容及び目的

根拠法令

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,517千円

①東町再開発
R4.1月 施設建築物建築工事
完了
②骨格道路
土地評価業務委託
権利者交渉

R3目標 R3実績
現在行われている公共施設整備（道路）工
事は、令和3年度より施工中の上下水道管
布設替工事や、令和4年度より着工する
ファルマン通り交差点改良及び交差点周
辺の無電柱化整備工事等と施工範囲が重
複することから、関係機関・部署と十分な
協議や調整を行いながら着実に事業を進
めていく。

施設建築物建築工事
完了

1.33 人 R4目標

施設建築物建築工事
完了

H17～ 10,613千円
再開発事業区域内道
路整備工事完了

一
般

621
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

ファルマン通り交差
点改良事業

目標設定の考え方・根拠

A

目標達成済

最優先 自治事務 法定受託事務

事業の具体的な内容及び目的

根拠法令

都市計画法、道路法、所沢市街づくり条例等

R3年度に改善した点

ファルマン通り交差点改良整備までに必要となる
各段階の手続きや事業の進捗状況を指標とす
る。 特になし。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ファルマン通り交差点改良工事の施工範
囲について、現在組合により行われている
所沢東町地区市街地再開発事業区域内
の公共施設整備（道路）工事及び、令和3
年度より施工中の上下水道管布設替工
事、交差点周辺の無電柱化整備工事等と
施工範囲が重複することから、関係機関・
部署と十分な協議や調整を行いながら着
実に事業を進めていく。

指標名

ファルマン通り交差点改良整備に向けた進捗状
況

R2目標 R2実績

令和3年度の目標である事業対象
用地1件の取得について、所沢市
土地開発公社と権利者との間で用
地取得契約が締結された。
また、令和4年度から交差点改良
工事を行うために必要な、交差点
詳細設計を行った。

用地取得(公社対応1
件・公社買戻2件)

用地取得(公社対応0
件・公社買戻2件)

7,433千円

法定受託＋附加

交差点改良工事(第1
期)完了

期間 1.89 人 R4目標

H26～R5 15,082千円

①所沢市土地開発公社による
事業対象用地1件の取得

②交差点詳細設計の実施

広域避難場所である所沢航空記念公園へ向かう重要な
中継地点であるファルマン通り交差点は、交通渋滞や安
全性の面で多くの課題を抱えている。所沢東町地区第
一種市街地再開発事業で整備する都市計画道路中央
通り線（県道久米所沢線区間）の整備時期に合わせて、
交差点の改良整備を行い、交差点処理能力と安全性の
向上を図るものである。

0.91 人

621
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

指標名

所沢駅周辺まちづく
り推進調整事業

目標設定の考え方・根拠

2千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業に対して、事業化
に向けた事前協議・調整を行うとともに、既に事業化され
ている事業に対しての進捗状況の共有化を図るもので
ある。
また、新たな所沢ブランドの創出とまちの活性化につな
がるように、様々な視点からの意見交換を行うことを目
的として、必要な時期に所沢駅周辺まちづくり連絡協議
会を開催する。

- 6千円

所沢駅周辺まちづくり連絡協議会の開催状況

6千円

①所沢駅周辺まちづくり連絡
協議会の開催

根拠法令

事業の具体的な内容及び目的 R2目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3年度に改善した点

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業の進捗状
況や歩行者ネットワークの形成等について、協議
会を開催し、協議・調整を行うものであることか
ら、協議会の開催回数を指標とする。

特になし。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後本格化する歩行者ネットワーク形成や
駅前広場整備について、市で検討し、連絡
協議会において意見を求める。また、街づ
くりの進捗状況を共有し、商業部会も含め
て連携関係を図る。

R3目標値が未達成の理由・分析
A

令和3年度は目標どおり2回開催
し、所沢駅周辺まちづくりの重点事
業について関係機関や団体、地元
自治会町内会と情報共有や意見
交換を行うことが出来た。
令和4年度も引き続き、事業の進捗
状況に合わせて開催する。

878千円

R4目標

R2実績

2回開催 1回開催

327千円

①所沢駅周辺まちづくり連絡
協議会の開催(2回)
・第9回(令和3年7月21日)
・第10回(令和3年10月28日)

R3目標 R3実績

最優先

期間 0.11 人

2回開催 2回開催

3回開催

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

H21～

引き続き事業のスケジュールを調整すると
ともに、国費要望等を行っていく。

621

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢駅西口地区ま
ちづくり事業

都市計画法、都市再開発法、所沢市街づくり条例

　所沢駅西口地区については、本市の表玄関にふさわし
い魅力と活力ある街を創出するため、所沢駅西口土地
区画整理事業との一体的施行による所沢駅西口北街区
第一種市街地再開発事業を行うとともに、計画的な土地
利用の誘導によるまちづくりを進めている。また、人を中
心としたマチづくりの実現に向け、駅周辺の回遊性の向
上を目指した歩行者デッキの整備とともに、所沢駅西口
駅前広場の再整備の検討を進めている。

事業の具体的な内容及び目的

根拠法令

自治事務

市街地再開発事業の施設工事は
完了したが、既存建築物解体工事
ができなかったため、事業完了に
至らなかった。

R3年度に改善した点

①委託件数

②所沢駅西口まちづくり連絡
協議会開催数

③関係者協議数（デッキ関係）

市街地再開発事業の総事業費に対する事業実績
定期的に関係者間協議を実施したことで事
業に対する理解度を高められた。

市街地再開発事業や所沢駅周辺の回遊性の確
保等が目標であるが、事業完了までには時間を
要することから、市街地再開発事業の総事業費
に対する事業費実績を成果指標とした。

既存建物解体工事の進捗に遅れが生じたことか
ら、目標値に達しなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み96.8%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標

104,928千円

法定受託事務 法定受託＋附加 1,533,061千円

B

98.8%

25,729千円 R3実績

R2実績

目標設定の考え方・根拠指標名

1.95 人

3.15 人 100.0%

H13～ 15,561千円

①３件（うち１件繰越分）

②２回

③１０回

R3目標

100.0%

100.0%

期間

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R4目標

８．働きがい
も経済成長

も

R2予算現額 R2決算額

734,940千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

202,073千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

施設建築物29階躯体
建ち上がりまで完成

242,801千円

R2実績

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

118,666千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

4,174千円

119,397千円

4,411千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

用地取得(公社対応1
件)

用地取得(公社対応1
件)

R3目標 R3実績

①用地取得

②交差点改良整備に必要な設
計

R2予算現額 R2決算額

4千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人

53,885千円

0.04 人

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

1,465,185千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理担当参事　工
藤　順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理担当参事　工
藤　順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

狭山ケ丘区画整理担当参事
新井　信二

どのように貢献したか

鉄道により分断されている
所沢駅東西地区を一体化
させ、駅周辺の慢性的な交
通渋滞の解消を図る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

事業地区内における公共
用地の割合を、事業施行
前の9.25％から35.86％ま
で整備する。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

根拠法令

都市計画法、土地区画整理法、所沢都市計画事業所沢駅西
口土地区画整理事業施行に関する条例

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,586,468千円

2,207,162千円

所沢駅西口土地区
画整理事業

所沢駅ふれあい通り線の事業の遅れに伴
い、土地区画整理事業の完了時期に影響
を及ぼす可能性があることから、関係機関
と事業完了に向けて協議を進める。

土地区画整理事業により市街地が整備された面
積

土地区画整理事業の目的として、都市基盤整備、宅
地整備によるにぎわいの創出、良好な住宅市街地の
整備を行うことから、土地区画整理事業全体の整備状
況を成果指標とした。

定期的に行っている所属長を含めたｸﾞﾙｰ
ﾌﾟリーダー会議にサブリーダーを加えたこ
とで、より広い視点をもって課題の検討を
行い、事業の進捗を適切に管理した。

R2目標
621

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

特
別 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み0.27ha

0.18ha

会年職
員等

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

引き続き移転予定の権利者とは協
議を進めており、道路新設工事等
についても事業完了に向け順調に
進んでいる。

R3年度に改善した点

R3実績

2.74ha

①工事件数

②住民説明会開催数

③街づくりだより発行数R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1.06ha

事業の具体的な内容及び目的 R2実績

　所沢駅西口土地区画整理事業については、本市の表
玄関にふさわしい魅力と活力ある街を創出するため、所
沢駅西口北街区第一種市街地再開発事業との一体的
施行を行う等、賑わいと良好な住環境が両立する都市
基盤の整備を進めている。

8.00 人

期間 8.70 人 R4目標

H28～H37

R3目標

期間

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

予定通りに用地取得が進んでおら
ず、工事に着手できていない。事業の具体的な内容及び目的

66,060千円

16,744千円

実施計画ランク 事業の種別

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 113,878千円

都市計画法、道路法

一
般

所沢駅ふれあい通
り線道路築造事業
（１工区）

根拠法令

　都市計画道路所沢駅ふれあい通り線は、鉄道と立体
交差することにより、駅周辺の慢性的な交通渋滞の解消
や東西市街地の一体化を図るものである。主要地方道
東京所沢線から鉄道敷（アンダー部）までの延長約360
ｍを所沢駅西口土地区画整理事業により建設工事を行
い、アンダー部分から大踏切の通りである市道1-525号
線までの延長約160ｍについて、建設を進めるものであ
る。

未開通のため。
今後も継続的に用地取得と道路建設を進めてい
くことで、早期の供用開始、全線開通を目指す。

R2目標

53分

R3年度に改善した点

R2実績

R3目標 R3実績

所沢駅ふれあい通り線の整備により、東村山第
７号踏切の遮断による所沢駅東西地区間の移動
の障害を無くすことを目標とするため、ピーク時
の踏切遮断による移動に対する１時間あたりの
支障時間を成果指標とした。

R3目標値が未達成の理由・分析
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

3.45 人

事業に対する住民の理解を得るため、住
民説明会を開催した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

53分

①委託件数

②用地購入件数（土地開発公
社）

③住民説明会開催数

東村山第７号踏切（大踏切）の交通遮断による
ピーク時の所沢駅東西移動に対する１時間あたり
の支障時間（分）

開通後0分 用地取得が難航している所があり、事業完
了が遅れる見通しとなった。
今後、早期の用地取得に向け、権利者交
渉を進めていく。

R2～ 27,531千円 開通後0分

開通後0分会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

①２件

②4件

③１回

622

狭
山ヶ
丘区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

特
別

621

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

優先 自治事務 法定受託事務

根拠法令

土地区画整理法、都市計画法、所沢都市計画事業狭
山ヶ丘土地区画整理事業施行に関する条例

事業について理解が得られない地権者の仮換地
が未指定であるため。

法定受託＋附加

土地区画整理事業の進捗により、良好な住宅地
が整備された面積

916,203千円

30ha 29ha
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

どのように貢献したか

事業地内を安全かつ良好
な環境に保つため、道路修
繕等を実施した。

事業の具体的な内容及び目的 R2目標 R2実績

30ha 29ha

地権者との補償交渉を継続して行って状
況であるが、今後は補償契約及び移転を
お願いし、その後、下水道や道路等の工事
を施工し、事業の進捗を図っていく。
また、仮換地指定をしていない地権者につ
いては、理解を得ながら仮換地を行ってい
く。

事業完了までの長期にわたる事業
計画に基づき、事業を施行している
ため。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

本事業の目的として、都市基盤整備、宅地整備
による良好な住宅市街地の整備を行うことから、
土地区画整理事業全体の整備状況（進捗状況）
を目標値とした。

事業の進捗状況に合わせて、事業計画の
変更を行った。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

A

R3目標

期間 4.00 人 R4目標

S62～Ｒ10 31,920千円 30ha

①仮換地指定率　96.4％

②

③

狭山ヶ丘土地区画
整理事業

R2正規職員
人件費

907,810千円
①土地区画整理事業の進捗
状況

②

③

住環境の改善を図るため、道路、公園施設等の公共施設を計
画的に整備し、良好な住宅地を供給するとともに、災害に強い
街づくりの形成を図ることを目的としている。事業地内の地権
者から減歩により土地を拠出していただき、その土地を公共用
地（道路、公園等）及び保留地に充てる。保留地については売
却し、その売却収益を事業費に充当し、事業資金とする。その
他の事業資金については、国庫補助金、起債、市費（繰入金）
等により事業費を確保し事業を推進する。事業完了後は、道路
59,729㎡（20.1％）、公園等10,005㎡（3.4％）で全体の公共用地
は69,734㎡（23.5％）となる。また、立体交差道路（アンダーパ
ス）の整備により、鉄道により分断されている事業区域の一体
化を図る。

4.00 人

32,672千円

R2予算現額 R2決算額

1,308,306千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,637,232千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

65,344千円
①８件（うち４件繰越分）

②７回

③３回

会年職
員等

0人

69,426千円

目標達成済1.23ha

R3その他職員
従事割合

R4目標

R2予算現額 R2決算額

79,547千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

64,940千円

2.05 人

R2予算現額 R2決算額

209,638千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

206,120千円

R2その他職員
従事割合

R3実績

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

市内道路の交通渋滞の緩
和を図り、安心安全で良好
な交通環境のために、都市
計画道路の整備を推進し
た。

5.20 人 R4目標

H6年度～ 41,496千円 開通後1割削減

平成4年度の都市交通施設整備計画において所沢市の
外環状道路として位置付け、幹線道路の環状型ネット
ワークを形成し、市内道路の交通渋滞緩和を図るもので
ある。
国道463号バイパス小手指ヶ原交差点から一般県道所
沢堀兼狭山線下富駿河台交差点までの延長5,500ｍの
道路の整備を行うもので、早期の全線開通を目指す。

5.60 人 開通後1割削減 2,746台 未開通のため。
未整備区間の整備を推進するために、今後も継
続的に用地取得と道路建設を進めていくことで、
早期の供用開始、全線開通を目指すものであ
る。測定日R3.7.7、川越所沢線 朝)川越方面392
台、所沢方面304台、夕)川越方面330台、所沢方
面333台、市道3-5号線 朝)狭山方面329台、所
沢方面390台、夕)狭山方面264台、所沢方面365
台

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

45,741千円
早期の全線開通を目指し、引き続き用地
取得と道路建設を進める。また、社会経済
状況や財政事情等に応じて、事業期間や
総事業費の見直しを行い、整備効果を高
めるものである。

どのように貢献したか

道路法、都市計画法 757,970千円 598,888千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

市と道路用地地権者、収用対象地提供者
の３者契約により、１工区の用地取得率を
84％から98％まで上げることができた。

北野下富線道路築
造事業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

①1工区  98%  2工区100%
　 3工区  99%  4工区  79%
②1工区  60%  2工区100%
　 3工区100%  4工区    0%
③

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3年度に改善した点 １１．住み続
けられるまち

づくりを最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 388,420千円 278,539千円
①用地取得率

②工事着手率

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

本路線は所沢市の外環状道路で
あるため、全線開通により交通渋
滞の緩和に大きく寄与する事業で
あることから重点的に整備を進め
ている。
令和3年度は1工区の道路築造工
事及び用地取得、4工区の道路設
計等積極的に道路整備を行った。
また、県が整備を進めている都市
計画道路東京狭山線、都市計画道
路飯能所沢線と接続する路線であ
り、2路線は東京都の都市計画道
路と繋がる計画となっている。

交通渋滞緩和
市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢線（美原
町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都市計画
道路開通により交通量1割削減を達成する。

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時開
通により交通渋滞の緩和を図るもので左記箇所
に観測点を設定して、年1回・7月の第1水曜日
(朝)午前7時30分～8時30分、(夕)午後5時30分～
6時30分に測定する。

R3目標 R3実績

開通後1割削減 2,707台

631

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

期間

道水路境界の確定により、
適正な道水路の維持管理
と、民有地の土地利用の促
進を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

市内道路の交通渋滞の緩
和を図り、安心安全で良好
な交通環境のために、都市
計画道路の整備を推進し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

631

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢駅ふれあい通
り線道路築造事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

R3年度に改善した点

事業進捗率
（累積事業費／総事業費）

本事業の完成には複数年の期間を要することか
ら、年度ごとに目標を定め計画的に整備を進め
ていく。(事業進捗率を事業費の割合により示
す。）
総事業費4,865,530千円

平成19年度からの懸案事項であった未確
定の用地境界が確定し、併せて道路詳細
設計を実施した。
また、地権者の同意を得られたことにより、
道路区域に合わせて道路幅員を２０ｍに変
更した。R2目標 R2実績

指標名

事業効果を高めるために、「所沢駅
西口土地区画整理事業」及び「所
沢駅ふれあい通り線道路築造事業
(1工区)」の進捗を鑑みて、建設を
進める。
令和3年度は、測量及び道路詳細
設計を実施し、着実に事業を進め
た。

法定受託＋附加

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額

R3目標 R3実績

0.45%

事業の目的及び具体的な内容

10,450千円道路法、都市計画法

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み会年職

員等
0人

目標設定の考え方・根拠

‐

目標達成済
　Ｒ３予算額10,450千円、決算額9,900千円
(測量委託業務が完了し、用地取得面積が確定
した。また、道路詳細設計委託業務の完了によ
り、工事費の算出が可能となった。）

0.46%

R3目標値が未達成の理由・分析

7,351千円
①0％

②0％

③

街づくり計画部整備区間との同時開通を目
指して、引き続き関係各所との協議・調整
を重ねる。

A
0.90 人 ‐

0.46%

①用地取得率

②工事着手率

③

0千円

期間 1.25 人 R4目標

　主要地方道東京所沢線から所沢駅東口中央通りくす
のき台交差点までの延長780ｍの道路で、鉄道により分
断されている所沢駅東西地区を道路の立体交差により
一体化させ、駅周辺の慢性的な交通渋滞の解消を図る
ものである。
　市道1-525号線（通称：大踏切通り）の西側は、街づくり
計画部において都市基盤の整備を行い、市道1-525号
線からくすのき台交差点までの区間を建設部において整
備する。H19年度～ 9,975千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

道水路座標管理図
面作成事業

2,669千円

631
建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

【目的】　座標値をもった復元可能な道路図面を整備す
ることにより、生活道路の後退、拡幅、舗装工事、災害
時の復元など、道路整備に反映させる。
【内容】　国土調査が完了した区域において、都市基準
点を用いた道路の境界点測量を実施し、座標値をもった
道水路の確定図面を整備する。

コロナ禍による社会情勢の変化に配慮し、
引き続き弾力的な境界確認作業を実施し
た。

R2目標

目標設定の考え方・根拠

国土調査完了地域において、座標
値をもった道路境界確定図の整備
が着実に進められている。

0.08㎢
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,309千円
①0.10㎢

②33.27㎢

R3目標

目標達成済

指標名

3,402千円

R3年度に改善した点

①単年度確定面積

②確定測量累計面積
国土調査完了区域における確定測量実施面積

A

根拠法令

道路法・道路法施行規則・所沢市公共測量作業規程

0.10㎢

重要 法定受託事務 国土調査完了地域において、座標値をもった道
路境界確定図の整備を早期に進めるため、確定
測量実施面積を指標とする。
目標値は、当該年度に行うべき確定測量の対象
面積。

自治事務 法定受託＋附加

根拠法令

R3実績

0人

労務単価の上昇により委託できる測量範
囲は年々、減少傾向にあるが、着実に事
業を実施し対象地域の測量を完了する。

0.65 人

S53～ 5,187千円 0.10㎢

0.65 人期間

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

R4目標

R3その他職員
従事割合

631
建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

道水路境界確定事
業 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

①申請件数

②境界確定件数

指標名R2予算現額 R2決算額

R3決算額（見込み）R3予算現額

1,815千円

R2正規職員
人件費

2.10 人
A

境界確認申請のうち98％以上の案
件において、道水路境界を確定す
ることができた。

R3年度に改善した点

申請により境界が確定した件数

境界確認申請に基づいて道水路境界の確定を
目指して関係地権者との立会いや調整を図り、
境界を確定させることで適正な道水路境界確定
図の整備が進められるため、境界が確定した件
数とする。

現場での感染症対策に万全を期し、関係
者が不安を感じないような境界確認作業を
実施した。

R2目標

目標達成済147件

9,900千円

0.4人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,400千円 3,602千円

道路法・道路法施行規則・所沢市道水路境界確認事務
取扱要綱

事業の目的及び具体的な内容

16,758千円

R4目標

140件

150件
R3正規職員
人件費

会年職
員等

土地所有者の高齢化や、所有者不明土地
の存在など、現場での立会い確認が困難
な事例も散見するが、弾力的な対応により
境界の確定を進めていく。

期間 2.10 人

S35～

【目的】　道水路境界を確定又は修正し、確定図を整備
することにより、適正な道水路の維持管理を図るととも
に、民有地の土地利用の促進を図る。
【内容】　関係地権者からの境界確認申請による調査・
立会い。道路境界の確認・同意、道路境界標の設置、確
定図の受理。

どのように貢献したか

計画的な道水路の確定図
面整備により道路整備工
事等に活かした。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

R2予算現額 R2決算額

2,398千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2,653千円

3,200千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

0.10㎢会年職
員等

0人

0.10㎢

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

150件会年職
員等

R2実績

17,153千円

①149件

②147件

R3目標

156件
0.4人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2決算額

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　岡村　章一

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　岡村　章一

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　岡村　章一

どのように貢献したか

拡幅整備及び歩道設置に
より、交通環境整備を整え
交通の円滑化を図り、利便
性の向上を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

狭隘道路の拡幅及び歩道
設置により、良好な住環境
の整備、安全・安心に移動
できる空間の整備を進め利
便性の向上を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市内道路の交通渋滞の緩
和を図り、安心安全で良好
な交通環境のために、都市
計画道路の整備を推進し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを最優先

道路法、都市計画法

B

本路線は新所沢跨道橋通りから市
道3-1124号線までの延長890ｍの
区間が開通している。
令和3年度は北野下富線（1工区）
との同時開通に向け警察協議を
行った。
今後は、残りの未供用区間につい
て計画的に道路整備を進めて、北
野下富線（1工区）との同時開通を
目指す。

631

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

期間

松葉道北岩岡線道
路築造事業

R2その他職員
従事割合

0千円

R3年度に改善した点

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時開通に
より交通渋滞の緩和を図るもので左記箇所に観測点
を設定して、年1回・7月の第1水曜日(朝)午前7時30分
～8時30分、(夕)午後5時30分～6時30分に測定する。

供用開始に向け、信号機や右折レーンの
設置について具体的な検討を開始した。

未開通のため。
未整備区間の整備を推進するために、今後も継
続的に用地取得と道路建設を進めていくことで、
早期の供用開始、全線開通を目指すものであ
る。測定日R3.7.7、川越所沢線 朝)川越方面392
台、所沢方面304台、夕)川越方面330台、所沢方
面333台、市道3-5号線 朝)狭山方面329台、所
沢方面390台、夕)狭山方面264台、所沢方面365
台

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市道3-1124号線から北野下富線までの延
長526ｍの区間のうち、地下埋設物の工事
が完成した箇所について道路築造工事を
実施する。また、北野下富線（1工区）との
同時開通を目指して、関係機関との協議を
継続して行う。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

0人

会年職
員等

指標名

開通後1割削減

交通渋滞緩和
市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢線（美原
町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都市計画
道路開通により交通量1割削減を達成する。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加
①用地取得率

②工事着手率

③R2正規職員
人件費

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

2,746台

8,168千円

①100%

②100%（未供用区間526ｍ）

③

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

2,707台

R3実績

H16年度～ 7,182千円

新所沢の市街地から狭山市内の主要地方道所沢狭山
線を結ぶ延長2,860ｍの道路で、隣接する自治体の都市
計画道路と接続することによる交通の利便性の向上とと
もに、交通渋滞緩和と周辺住民の安心・安全確保を図る
ものである。

1.00 人

R3正規職員
人件費

開通後1割削減

0.90 人 R4目標

開通後1割削減

R3目標

633
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

道路改良事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

不測の事態が発生したことによる
が、工期延長をせざるを得ず、年
度内に完了出来なかった工事が１
件あった為、目標達成に至らな
かった。

R3年度に改善した点

①改良整備工事件数（路線
数）

②改良整備延長

単年度改良整備工事実施件数
優先整備計画に基づき、予算配分及び地域のバ
ランス等を考慮して工事実施件数（目標）を決定
する。

道路改良事業について、平成28年度に策
定した優先整備計画に基づき整備を進め
てきたが、5年経過して完了した路線もある
ことから、令和3年度に再評価をかけ見直
しを行った。

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標

法定受託＋附加 282,522千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0人

目標設定の考え方・根拠

道路法・土地収用法 189,182千円

①1件（1路線）

②121.2ｍ

R3実績

指標名

見直した優先整備計画に基づき、進行管
理を行いながら順次整備を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み6件 6件

3件

B

2件 1件

会年職
員等

法定受託事務 法定受託＋附加 75,633千円

自治会等から要望があった市道について、優先整備計
画を基に狭隘道路の拡幅や交差点改良、歩道整備を行
うことにより、安全性・利便性の向上や渋滞の緩和を図
り、安全・安心な歩行者空間を確保するものである。

2.99 人

24,422千円

R2決算額

18,961千円

H28年～

自治事務

S25年～ 20,110千円

期間

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

12,289千円

R3実績

令和3年度
市道2-561号線及び市道2-996号線用地取得

令和4年度
市道2-996号線　道路改良工事

633
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先

道路法、河川法、土地収用法

根拠法令

成果指標の目標を達成している。
R3目標値が未達成の理由・分析事業の具体的な内容及び目的

A
R2目標 R2実績

市道2-561号線用地取得
交差点改良工事

73,049千円

R4目標

R3目標

R3その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

ＣＯＯＬ　ＪＡＰＡＮ　ＦＯＲＥＳＴ構想事業の全体像
が流動的で、事業内容が確定できないため、単
年度取組目標とする。

令和2年度に相続により、契約が成立しな
かった1件については、相続人に対して事
業への理解を深めるため、丁寧な説明を
行いながら交渉を進めた結果、用地取得
の契約に結び付いた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

用地取得を済ませた路線については、道
路改良工事を滞りなく進める。

①市道2-561号線・2-996号線
用地取得

目標設定の考え方・根拠

市道2-996号線　道路改良工
事

市道2-561号線：約50％用地
取得済
交差点改良工事：完了

10,128千円

①市道2-561号線：130.89㎡
　 市道2-996号線：335.90㎡

会年職
員等

0人

市道2-561号線及び市道2-
996号線用地取得

市道2-561号線：用地取得済
市道2-996号線：用地取得済

会年職
員等

0人

事業の具体的な内容及び目的

期間 1.54 人

「ところざわサクラタウン」を拠点施設とする半径約500ｍ
圏内の重点推進エリアとした「「COOL JAPAN FOREST」
及びその周辺の交通環境整備を行い、交通の円滑化を
図るものである。（整備計画路線としては、市道2‐572号
線、市道2‐561号線及び市道2‐996号線の3路線を整備
するものである。）

1.24 人

COOL JAPAN
FOREST周辺道路
整備事業

自治事務

633
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

重要

S25年～ 9,097千円

施行時期の平準化を進めるため、ゼロ債
務負担行為による発注を行う。R4目標

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

道路法、所沢市私道舗装及び雨水浸透ます材料支給要綱 29,500千円

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成している。

市道1件・私道1件

R2実績

R3実績

市道1件・私道1件

R3目標値が未達成の理由・分析

市道3件・私道2件

舗装整備工事実施件数

R3年度に改善した点

31,200千円

一
般

市民からの要望の申請受付に基づき、また予算
配分や地域のバランス等を考慮した上で、工事
実施件数（目標）を決定する。 特になし。

R2目標

市道3件・私道2件

目標達成済

指標名

道路舗装事業
事業の具体的な内容及び目的

法定受託事務 法定受託＋附加

7,270千円市民から舗装化要望を受けた未舗装の道路について、
生活道路としての安全性を図るとともに、ほこりや騒音、
水溜り等を防止し、良好な住環境への改善を図るため舗
装整備を行うものである。

R2正規職員
人件費

期間 1.14 人

R3予算現額

舗装整備により、良好な住
環境への改善を図った。

どのように貢献したか

R2予算現額 R2決算額

20,148千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

20,148千円

指標名

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R4目標

R3予算現額 R3決算額（見込み）

144,658千円

0.89 人

①市道舗装整備実施件数

②私道舗装整備実施件数

R2予算現額 R2決算額

252,855千円

R2予算現額

会年職
員等

70,514千円

0人

R2その他職員
従事割合

工事期間中の大雨により、傾斜地の地盤のゆる
みが確認され、安全を確保するための土留めの
設置やそれに伴う支障物件の移設が必要とな
り、不測の日数を要したことから、年度内に工事
を完了させることが出来なかった。2.52 人

市道2件・私道5件

R2予算現額 R2決算額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①1件

②1件

R3目標

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

0人

0千円

25,780千円

R2その他職員
従事割合

24,993千円

R3決算額（見込み）



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　岡村　章一

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　相沢　渉

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　安田　幸雄

どのように貢献したか

歩行者と自転車の接触事
故の軽減を図った。徒歩や
自転車での移動促進に寄
与した。

どのように貢献したか

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

補助金交付により地域の
防犯灯設置を促進し、住み
やすい住環境づくりに寄与
している。

非LED灯（水銀灯等）の
LED化

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

自転車レーン整備事業は、ネットワーク計
画や整備指針を整え、整備を進めていく。

7,494m

R3実績

0千円

5,907m

7,760千円

0.95 人

R3正規職員
人件費 ①0ｍ

期間 0.00 人

自転車レーン整備
事業

Ｈ３０～ 9,334m

事業の具体的な内容及び目的

5,525m

①自転車レーン設置工事

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ｰR2実績

今後は整備路線の見直しや、新た
にネットワーク計画を策定すること
により、目標値達成のために努力
する。
また、財政面においては、国庫補
助金の活用を検討していく。

R3年度に改善した点

根拠法令

法定受託＋附加 14,482千円

指標名

重要 自治事務 法定受託事務

自転車レーン整備の実施延長（ｍ）

0千円

事業の種別

一
般

歩道内における歩行者と自転車の接触事故の軽減を目
的として歩行者と自転車を分離することにより、安全性を
確保する自転車通行レーンを整備する。

目標設定の考え方・根拠

歩行者・自転車の通行の安全性を確保するた
め、道路状況に応じた自転車レーンの整備を行
い、その整備延長をもって指標とする。

R2予算現額

R4目標

R2目標

安全で快適な自転車走行空間を効果的、
効率的に整備するために、自転車ネット
ワーク計画策定の準備を進めた。

限られた予算の中で検討した結果、他の事業を
優先したため、自転車レーン整備事業は実施で
きなかった。

R3目標

5,525m

指標名

634
道路
維持
課

実施計画ランク

法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

事業の種別

一
般

R3年度に改善した点

目標値：想定される修繕灯数
実績：修繕実施灯数

水銀灯や隧道灯のＬＥＤ化を進めるなど省
エネルギーに配慮した修繕を進めた。また
老朽化した設備の長寿命化を進めるなど、
道路環境整備に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

歩行者、自転車及び自動車の夜間通行の
安全確保。円滑かつ快適な利用を図るた
め、道路照明灯の効率的な設置・維持管
理を行っていく。
また,非LED灯（デザイン灯等）のLED化を
進めていく。

目標達成済
（目標値は想定される修繕数であり、実施の修繕
灯は目標値を下回っているが、修繕自体が少な
いことが良いとの判断から達成済みとした。）

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

A

市管理の道路照明灯の修繕につ
いて、迅速な修繕により適正な維
持管理をすることができた。
道路照明灯LED化整備事業による
リース物件の道路照明灯の維持管
理については、リース事業者と連
携し効率的管理が行われた。

24,077千円

建設
総務
課

実施計画ランク

89件

5,718千円
①73件

②73件

③10,894灯

R3目標 R3実績

73件

修繕完了灯数

635
建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

635

自治事務

道路照明灯維持管
理事業

根拠法令

所沢市照明灯設置基準

6,384千円

【目的】夜間における道路上での犯罪被害の防止。
【内容】自治会等が設置、維持管理する防犯灯に対し新
設費（交換を含む）及び維持管理費の一部を助成するこ
とにより防犯灯の設置が促され、防犯効果の増大が図ら
れるとともに、安全な都市空間を実現することになる。

24,006千円 23,417千円
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

防犯灯LED化整備事業により、ほとんどの
防犯灯がLED灯となったが、デザイン灯や
増設については、補助金の活用を検討して
いる自治会・町内会等があるため、LED化
率100％を達成するために、予算の範囲内
で効率的な補助金の交付方法を検討して
いく。

A

防犯灯補助金については、各自治
会等からのLED化の要望が多く、
すべての要望に応えることはでき
なかったが、防犯灯LED化整備事
業と合わせて、LED化の促進を図
ることで、ほとんどの防犯灯をLED
灯にすることができ、安全なまちづ
くりに資することができた。

自治事務
①新設費補助金　補助額
　　　　　　　　　　　　補助灯数
②維持管理費補助金補助額
　　　　　　　　　　　　補助灯数
③リース防犯灯数

R4目標

①補助額　2,904,000円
　 補助灯数　114灯
②補助額　20,697,300円
　 補助灯数　13,481灯
③　7,068灯

R3目標

R2実績

R3年度に改善した点

目標値：予算額
実績：補助金交付額

事前に新設要望調査を行うことで、公平に
設置している。また、前年度に補助金を利
用し増加した防犯灯の維持管理費補助業
務が適切に執行できた。

目標設定の考え方・根拠指標名

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

0.60 人

6,126千円

139,111千円

R2正規職員
人件費

R3予算現額

重要

R4目標

防犯灯維持管理・
補助事業 0.75 人

所沢市防犯灯補助要綱 44,290千円

目標値：予算額
実 　績：補助金交付額

R2目標

100件4,788千円

指標名

R3目標 R3実績

R3年度に改善した点

0.70 人

R2目標 R2実績
R2その他職員
従事割合

①必要な修繕数

②修繕実施数

③電気料支払い灯数

0.80 人

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

市道4-1386号線
（上藤沢・林・宮寺
間新設道路3工区）
築造事業

期間

R2～

12,200千円

S53～

44,290千円

道路法、道路構造令、道路交通法、所沢市道路の構造の技術
的基準等を定める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道
路の構造に関する基準を定める条例

0千円

三ヶ島地区の交通の利便性の向上、地域の活性化及び安心・
安全な歩行空間を確保するため、入間市との共同事業として
整備するものであり、1工区については平成30年度に完了し、2
工区については、土地区画整理事業の予定区域と重複してい
るため用地取得については、所管である街づくり計画部で取り
組んでいる。3工区については、「林運動場」付近から入間市宮
寺の県道所沢青梅線「南矢荻」バス停付近までのうち、所沢市
分の約368ｍの区間を整備するものである。

1.00 人

【目的】歩行者、自転車及び車両の夜間交通の安全確
保及び円滑かつ快適な利用を図る。
【内容】
道路照明灯の新設・維持管理を行う。また、リース対象
の8,602灯についてはリース料を支払う。期間

期間

S53～

根拠法令

R3その他職員
従事割合

R2決算額

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

道路法　土地収用法

事業の具体的な内容及び目的

地権者から用地売却の理解が得ら
れず、用地購入が出来なかったた
め、目標達成に至らなかった。

R2実績

15.0%

目標設定の考え方・根拠

新設道路の築造にあたり、大きく3段階に分け、
それぞれ①設計15%→②用地購入45%（15%×3
年）→③工事40%（20%×2年）を達成数値とする。

27,407千円

633
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

10,214千円

R3正規職員
人件費

最優先 自治事務 法定受託事務

どのように貢献したか

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

42,603千円

15.0%

新設道路の築造進捗率

特になし。

R2目標

30.0% 24.0%

8,168千円

①用地取得

事業は入間市と協力して取り組んで進めて
いくため、スケジュール管理等定期的に協
議を行い、円滑な進行管理に努める。
また、契約に至らなかった物件について
は、引き続き丁寧な説明を行い、契約に向
けた交渉を続ける。

R3目標値が未達成の理由・分析

①880.83㎡

B

法定受託＋附加

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新設道路の整備により、交
通の利便性の向上、安全・
安心な歩行者空間の確保
による地域の活性化が図
られる。45.0%

1.28 人 R4目標
0人

会年職
員等

令和3年度に用地購入する予定であった地権者
の1人と契約を結ぶことが出来ず、用地購入が出
来なかった。

R2予算現額 R2決算額

11,525千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

13,464千円

R2正規職員
人件費

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

137,702千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100件

150件会年職
員等

0人

132,314千円

R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額

43,701千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

23,602千円 目標達成済

会年職
員等

0人

会年職
員等

24,006千円

R3実績

0人

43,885千円

R3その他職員
従事割合

134,799千円



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　相沢　渉

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　相沢　渉

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　相沢　渉

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　相沢　渉

どのように貢献したか

道路の保全と通行の安全
確保を行った。

一
般

道路法で定められている法定定期
点検の診断結果をもとに、「所沢市
橋梁長寿命化修繕計画」の策定を
行い、優先順位を見定めて、計画
的な修繕を行っている。A

道路
維持
課

635

635

１１．住み続
けられるまち

づくりを

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

期間 1.60 人 R4目標

Ｈ２５～ 12,768千円 1橋

① 1橋

② 2橋

③ 3回

R3目標 R3実績

橋りょう長寿命化修
繕事業

R４年度は、道路法で定められている法定
定期点検の二巡目を引き続き実施する。ま
た、「所沢市橋梁長寿命化修繕計画」の改
定を実施し、それに基づき、予防保全の観
点から計画的な点検、診断、修繕を実施す
ることで、引続きライフサイクルコストの縮
減を図っていく。

R3正規職員
人件費

1橋 1橋

事業の具体的な内容及び目的
R2正規職員
人件費

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

建設から長い年月が経過した橋りょうの老朽化に対し、
定期的な点検を実施し、その結果から補修等を行うとと
もに耐震性の向上を図ることで更なる安全性を確保す
る。
所沢市橋梁長寿命化修繕計画に基づき、修繕を計画的
に進めることで橋りょうを延命化し、維持管理費用の縮
減を図る。

2.85 人 1橋 1橋

23,279千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関
する基準を定める条例

34,802千円 30,507千円

57,964千円

①橋りょう修繕

②橋りょう定期点検

③管理者協議（河川・鉄道等）

修繕した橋りょう数（橋）
橋りょうの安全確保を目的とするため、点検によ
り補修等が必要な橋りょうの修繕工事数を指標
とする。

R３年度については、道路法で定められた
５年に１回の近接目視による定期点検の
二巡目が開始されており、JR武蔵野線を
跨ぐ２橋（606号橋・609号橋）について点検
を実施している。また、健全度がⅢ判定
（早期に措置を講ずべき状態）であった松
戸橋の修繕工事を実施した。R2その他職員

従事割合

R2決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

ｰ

緑陰確保に向けたケヤキの樹冠拡
大剪定の街路樹管理目標シートを
作成し、見本剪定を委託業者に対
して行った。今後は、ケヤキなどの
樹冠拡大剪定を行っていくととも
に、市道5-1016号線（さくら通り）の
道路改良工事を行っていく。

R3年度に改善した点 １１．住み続
けられるまち

づくりを優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

道路改良工事の実施延長（ｍ）（R4～）

※事業開始年度のR3年度については、道路改良
工事に向けて、市道5-1016号線の詳細設計の業
務委託を行った。

街路樹の樹冠拡大、街並みと調和のとれた街路樹の
整備、歩きやすい歩道空間の整備を目的とするため、
道路改良工事の実施延長を指標とする。

道路の改良工事に向けて、市道5-1016号
線（さくら通り）の現況測量、道路詳細設計
を行った。

歩きたくなる街路樹
づくり事業

根拠法令

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

緑陰の確保、歩きやすい歩
道空間の確保を行ってい
く。

どのように貢献したか

道路の保全と通行の安全
確保を行った。

１５．陸の豊
かさも守ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

都市景観の形成や防災の
機能を保ち、人のためのみ
ち（空間）スポットオアシス
を創出した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

街路樹管理事業

根拠法令

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

道路の景観や道路交通の安全確保を目的とするため
街路樹の剪定や除草実施延長を指標とする。

①高・中・低木剪定数

②除草

③樹木診断

街路樹剪定・除草実施延長（ｋｍ）
道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関
する基準を定める条例

108,000千円

R3目標値が未達成の理由・分析

106,000千円
前年度に引き続き、職員による除草などの
現場作業を増やすことで、業者に発注せず
に経費削減に努めた。
また、倒木や枯れ枝の落下による事故の
発生を未然に防ぐため、職員による目視で
の街路樹の点検を行った。

厳しい財政状況ではあるが、要望の多い路線を
優先して実施しているため。

58㎞
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

大径木化や樹勢の衰えた街路樹などにつ
いては、今後、街路樹の更新計画を立て、
街並みと調和のとれた街路樹の整備を
行っていく。
街路樹診断、職員による目視での街路樹
の点検を継続して行い、倒木による事故を
未然に防ぐ。

C

指標名

大径木化し、樹形が乱れたケヤキ
などの街路樹について、今後、樹
形を整え、樹冠拡大を行っていき、
木陰を創出し、街並みと調和のと
れた街路樹の整備を行っていく。ま
た、樹木診断を実施し、倒木の可
能性がある街路樹については伐採
等を行い、事故防止に努めてい
る。

R3年度に改善した点

R3目標

58㎞

R3実績

R2目標

107,962千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

34㎞

34㎞
0人

期間 2.80 人 R4目標

幹線道路等の樹木剪定や植樹帯の除草を定期的に行
い、街路樹の目的や機能を十分発揮させることにより、
道路環境の整備はもとより良好な都市景観の形成と快
適な生活空間を創出する。

2.95 人

①3,623本

②63,293㎡

③100本

一
般

22,344千円

R2決算額

58㎞

635
道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

635 事業の具体的な内容及び目的

Ｓ４９～

道路施設維持管理
事業

根拠法令

665,000千円

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

重要 自治事務

R2予算現額

R3正規職員
人件費

R2予算現額

老朽化した道路や機能が低下した道路施設の修繕や
補修を行うことが目的のため、要望・通報件数に対し
て処理した件数の割合を指標とする。

老朽化が進行した道路や、機能が低下した道路施設を
計画的に修繕し、道路利用者の安全を確保するととも
に、沿道の生活環境の改善を目指す。

11.75 人

R2実績

100.0%

684,017千円

事業の具体的な内容及び目的

法定受託事務 法定受託＋附加

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関
する基準を定める条例

R3年度に改善した点指標名

要望箇所の状況などを判断して、最善の
修繕・補修方法を検討し、個人では判断が
難しい場合には、グループ内で話し合い、
より効果的かつ経済的な修繕・補修を行っ
ている。

98.0%

異常気象の増加による豪雨など、多様化・複雑
化している要望が増え、解決にいたるまでの時
間を要する案件や財政状況により年度内に完了
できていない案件があるため。

A

R3実績

市民からの通報や道路パトロール
により、道路の危険状況を把握し、
迅速に修繕や補修を行うことによ
り、事故を未然に防ぎ、歩行者や
車両が道路を安心・安全に利用で
きるように努めている。

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

95,974千円 ①2,732件

②10路線　1,234.4ｍ

③路面清掃 12路線 26.6ｋｍ
　桝清掃    119箇所
　U字溝清掃 200ｍ

R3目標
道路の老朽化による振動や豪雨による雨
水対策など、市民からの道路に対する要
望は、今後も増え、対応件数は増加傾向
にあるため、修繕や工事の優先順位を定
めて、計画的に実施していく必要がある。

100.0%
0人

期間 6.10 人 R4目標

100.0%

①要望・通報件数

②道路補修改修工事

③道路清掃

要望・通報に対する処理割合（％）

98.0%

R2目標
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

Ｓ２５～ 48,678千円

優先 自治事務 法定受託事務

実施計画ランク 事業の種別

法定受託＋附加

R2予算現額

59,010千円

根拠法令

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3予算現額 R3決算額（見込み）

18,500千円 12,888千円
道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定
める条例、所沢市移動円滑化のために必要な道路の構造に関
する基準を定める条例

会年職
員等

0人

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

事業の具体的な内容及び目的
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

街路樹の樹形を整え、木陰を創出するなど、緑陰の確保
に努め、街並みと調和した街路樹を充実させ、歩きやす
い歩道空間の整備を行い、「人を中心としたマチづくり」
歩いて過ごせるマチの実現を目指す。

会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

R4年度より、樹冠拡大、改良工事を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①0本

②0ｍ

R3目標 R3実績

R4年度の改良工事に向けて、地元住民へ
の工事の説明を行っていき、合意形成を
図っていく。

-

①樹冠拡大本数

②道路改良工事

-

期間 0.30 人
会年職
員等

0人
R4目標

R3～

一
般

R2予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

2,394千円 250ｍ

24,096千円

R2実績

会年職
員等

0人

105,998千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2決算額

683,598千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

664,889千円

R3その他職員
従事割合

R2決算額

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

指標名

会年職
員等

0千円

0.00 人

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

0千円



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

指標名 目標設定の考え方・根拠

都市
計画
課

新型コロナウイルス感染症の拡大
による外出自粛の影響が大きかっ
たが、目標達成率は65％にとどま
る。
地域との協働をさらに推進すること
により、ところワゴンを市民に親し
まれる公共交通とし、目標達成を
目指す。

C

１１．住み続
けられるまち

づくりを

実施計画ランク 事業の種別
１７．パート

ナーシップで
目標を達成

しよう

R3年度に改善した点

①18,169人

②3回

R3目標

①ところワゴン利用者数

②アドバイザー活用回数

根拠法令

R2目標

所沢市地域公共交通協議会条例,所沢市地域公共交通庁内検
討委員会設置要綱,所沢市地域公共交通アドバイザー設置要

73,190千円 23,313千円

三ケ島地区でところワゴンの実証運行を開
始した。
柳瀬地区でのところワゴンの実証運行に向
けて、自治会長等との意見交換やルートに
関するアンケートを実施した。

法定受託事務 法定受託＋附加
同エリアで運行している市内循環バス（ところバス）の
輸送実績から、1日80人の利用を目標値としている。
運行目標は、三ケ島地区第1～6区の方を対象に実施
したアンケートで「ところワゴンを利用したいと思う。」と
回答した人数から算出した。

ところワゴン利用者数（三ケ島地区）

28,720人

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

事業の具体的な内容及び目的

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

18,169人

期間

駅を中心としたコンパクトな街づくりと合せて、駅へのア
クセスの向上が求められており、住まいと、駅周辺の都
市拠点を結ぶ公共交通ネットワークの構築に向けた取
組として、新たな公共交通である乗合ワゴン「ところワゴ
ン」の実証運行(3年間）を行う。
令和3年4月から、三ケ島地区において、2ルート計24便
の運行を開始している。

三ケ島地区のところワゴンは、1年間の利
用実態を反映しながら、ルートの見直しを
実施する。
他地区でのところワゴンの実証運行に向け
て、引き続き地域住民との意見交換の場を
設ける。

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事
態宣言及びまん延防止等」重点措置期間（4/28
～6/20、8/2～9/30、1/21～3/21）があり、外出
を自粛する市民が多かった。
また、運行開始後の広報、周知が不十分であ
る。

R4目標

Ｈ26～

28,720人

地域循環乗合ワゴ
ン（ところワゴン）実
証運行事業

優先 自治事務

どのように貢献したか

三ケ島地区の住民との意
見交換を重ね、地域との協
働によりところワゴンの実
証運行を開始した。

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

635

0人

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

1.51 人

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

15,928千円

R2予算現額

24,254千円 20,967千円

1.95 人

R3予算現額

12,050千円

R3決算額（見込み）

R2決算額



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

H5～ 1,037千円 12.7km

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

12.7km 0km
公共交通の不便地域改善
による持続可能な街づくり
に向けて取り組んだ。

期間
会年職
員等

0人
R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①２回（書面開催）

②２回

R3目標 R3実績 鉄道の延伸については、街づくりの観点か
らも重要な事業であり、延伸実現に向けて
関係自治体と協力し、要望活動や交通政
策審議会答申に打ち出された課題等の解
決に向け、調査研究を引き続き進めてい
く。

どのように貢献したか

R3目標値が未達成の理由・分析

東武東上線と西武池袋線に挟まれた鉄道不便地域の解
消を目的として、練馬区、新座市、清瀬市、所沢市で構
成する「都市高速鉄道12号線延伸促進協議会（以下「協
議会」という）」を開催し、また延伸促進の早期実現に向
け、東京都及び埼玉県へ要望活動を実施する。

0.20 人
会年職
員等

0人
12.7km 0km

交通政策審議会の答申で、「一体整備」として評
価され、協議会において検討を進めているが、延
伸距離としては、整備事業等の進捗によるもの
であるため。

幹事会・協議会について新型コロナウイル
ス感染症対策のため書面開催とするととも
に、東京都への要望活動も書面の郵送とし
た。

都市高速鉄道12号
線導入促進事業

根拠法令

-

事業の具体的な内容及び目的
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標

R3年度に改善した点 １１．住み続
けられるまち

づくりを重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①会議開催

②要望活動

延伸距離（光が丘駅～東所沢駅） 光が丘駅から東所沢駅までの延伸距離

市民の日常生活のために
バスを利用いただくととも
に、マイカーの利用抑制に
よる温室効果ガスの排出
削減に貢献した。

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

平成28年度に出された交通政策審
議会答申をもとに、光が丘から東
所沢までの延伸を「一体整備」とし
て進めていくため、埼玉県と東京都
に対する要望活動を行うとともに、
課題整理のために勉強会を実施し
ている。
引き続き、協議会と連携を図り、課
題解決に向けた取組みを行ってい
く。

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

都市
計画
課

事業の種別

-

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

期間

実施計画ランク

自治事務

H１０～

一
般

市内循環バス（とこ
ろバス）運行事業

根拠法令

①年間総利用者数

②年間運行便数

③特別乗車証及び運転免許
証返納に伴う無料乗車券の利
用者数

優先

市民の公共施設利用の利便性向上、市内の交通不便
地域の解消、及び高齢者・障害者をはじめとする交通弱
者対策を図ることを目的とし、市内の４路線６コースにお
いて、１日計５４便のバスを運行している。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

運行本数が少ない。運行距離が長いなど
の課題がある。一方で、運転手不足の問
題も全国的に深刻となっていることから、現
在の事業規模を維持しつつ市民の利便性
向上を図れるよう、運行の改善、効率化を
目指していく。

R4目標

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、公共
交通利用者が減少したことによる。

R3年度に改善した点

年間総利用者数

バス運行事業の目的のとおり、公共施設利用者、交通
不便地域の住民や、高齢者・障害者など、多くの方に
利用されているかを計るため、年間総利用者数を成果
指標としている。

令和３年４月から三ケ島地区においてとこ
ろワゴンの運行を開始したことにより、当該
地区を運行していたバスを他地域に振り分
けた結果、新所沢駅から小手指駅間の便
数を１日５便から１１便に増便することがで
きた。R2目標

目標を下回っているが、前年度実
績よりも増加したとともに、運行本
数や運行距離といった利便性の面
での課題を解決することができたた
め。

R3実績

320,000人

330,000人

指標名

法定受託事務

388,000人

R2実績

目標設定の考え方・根拠

280,193人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3その他職員
従事割合

313,376人
①313,376人

②19,386便

③196,846人

0人

8,698千円

R2その他職員
従事割合

R3目標

会年職
員等

高齢者、障害者等の移動等の円滑化に関する法律

重要

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

①150事業

②95% R4目標

100%

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

交通バリアフリー推
進事業

根拠法令
成果指標の目標値を毎年ほぼ達
成しており、バリアフリーの促進に
ついて一定の成果があげられてい
ると考えている。
今後については、継続事業及び未
完了の項目について各事業者等に
働きかけ、誰もが移動しやすいまち
づくりの促進に努めたい。

R3年度に改善した点

R2実績

R3実績

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基づく特定事業
の総数(154事業)に対する、継続中又は実施済の特定
事業数の合計を成果指標としている。

特定旅客施設に位置付けられている、西
武鉄道新宿線　航空公園駅のホームにお
いて、内方線付き点状ブロックの整備を
行った。

目標設定の考え方・根拠

A

97.0%

継続中又は実施済の特定事業数の割合

H16～

高齢者や障害者をはじめとした全ての人が、公共交通
機関などを利用した移動にあたって、利便性及び安全性
向上を促進させるため、平成16年3月に「所沢市交通バ
リアフリー基本構想」を策定した。これに基づき、特定事
業の進捗状況を管理し、市のHPで情報提供を行うことに
より、誰もが移動しやすいまちづくりの促進を目指す。

期間

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基
づき、継続事業及び未完了の項目につい
て、公共交通事業者・道路管理者等に対
し、事業の推進・継続を働きかけ、その進
捗状況を把握していく。また、その他の要
望についてもその都度対応していく。100%

平成16年からの事業継続により、ほとんどの項
目で事業が実施されているが、施設管理者、周
辺地権者及び道路状況等により、実施困難な場
所が見られる。

97.0%

R3その他職員
従事割合

2,155千円

会年職
員等

0人

R3目標

100%

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

①特定事業のうち、継続中又
は実施済の事業数

②ノンステップバス導入率

R2目標

どのように貢献したか

視覚障害者の安全性確保
のため、内方線付き点状ブ
ロックを設置した。

どのように貢献したか

駅及び周辺施設等を安全
に利用していただくため、
西口開設に関する協定締
結に向けた協議を行った。

641

2,666千円 2,150千円

法定受託事務 法定受託＋附加

Ｈ17～

根拠法令

最優先

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額

-

事業の目的及び具体的な内容

4,127千円

643

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

西所沢駅西口改札
口開設事業

期間

①事業に係る整備面積

②鉄道事業者交渉回数
実施可能な整備は行っているが、
鉄道事業者との基本協定が締結で
きていないため、次年度も引き続き
協議を行っていく。B

西所沢駅西口開設の早期実現に向け、今後、各整備
項目についての整備が必要となることから、対象とな
る工事等の面積を成果指標としている。

R2実績

事業に係る整備面積

551.10㎡

指標名

R4目標

551.10㎡

R3年度に改善した点

551.10㎡

R3目標

西所沢駅西口周辺の安全対策である市道
５－３５１号線転回広場を設置するための
修正設計を行った。同駅西口開設に関す
る基本協定の早期締結に向け、鉄道事業
者との協議を引き続き行った。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

鉄道事業者との協議において、駅舎等整
備の方向性や西口開設後の安全対策等
が課題となっている。今後、さらに具体的な
協議を行い、早期に基本協定を締結し、設
計、整備等に向け取り組む。

551.10㎡

R3実績

1.80 人

1.41 人

551.10㎡

①551.10㎡

②28回

11,252千円

641

R2予算現額

R2正規職員
人件費

1.45 人

法定受託＋附加

R3予算現額

642

自治事務 法定受託事務

A

R2実績

地元自治会等からの請願が提出され、市議会で採択さ
れたことなどを受け、西所沢駅利用者の利便性向上及
び安全性確保を目的として取り組んでいる。
令和元年度は、東西自由通路等を整備する方向で鉄道
事業者と基本協定を締結する予定だったが、当初の想
定よりも整備費及び期間が増大する見込みとなったこと
から、西口改札口を開設する方向に変更となった。現
在、改めて基本協定の早期締結に向け、鉄道事業者と
の協議を継続している。

14,702千円

１１．住み続
けられるまち

づくりを

0.13 人

R2予算現額

R3予算現額

0.27 人

R2正規職員
人件費

R2決算額

266,667千円 266,667千円

R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

0.24 人

1,960千円

R2決算額

173,199千円 169,288千円

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

6千円 0千円

1.09 人

181,996千円 174,468千円

11,844千円

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0.5人

1,634千円

R2決算額

36千円 30千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2目標

R2予算現額 R2決算額

86,075千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

1

63,638千円

3,575千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　草彅　秀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

窓口サービス課長　粕谷　明彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

総務課長　山下　哲

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

どのように貢献したか

未利用地売払い情報や印
刷物広告の周知を図り、自
主財源の確保に努めた。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１３．気候変
動に具体的
な対策を

安全な水道水の供給と、非
常時を見据えた自己水源
の確保

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１２．つくる責
任　つかう責

任

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

人流の削減とペーパーレス
に貢献した

出前教室を通じて、児童に
水の大切さ、地球の環境保
全に対する意識を伝えた。

どのように貢献したか

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

指標名

期間 0.10 人 R4目標

R3目標

口座振替促進事業

重要

収納に伴う費用が安価である口座振替への加入を促進し、中
長期的に費用の削減を図ることを目的とする。
①個別通知（申込用紙、返信用封筒同封)の郵送
②口座振替登録者を対象とした景品抽選の実施(マンホール
グッズ)
③検針票通信欄を活用した普及活動

R2目標

72.57%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①47,548戸

②125,258戸

新規契約者の口座振替割合が低いため、新規
契約者のうち納付書払いのお客様を対象に個別
通知を発送した。また、新規で口座振替の申込
みをしたお客様を対象に抽選でマンホールグッ
ズ一式を送付した。結果は、前年度実績より微
増したことから、一定の効果はあったと考えられ
るが目標値には達していない。個別通知による
効果を検証しつつ、さらに効果的な方法を検討す
る必要がある。73.51%

73.51% 72.89%

目標設定の考え方・根拠

A

口座振替率の実績からは、一定の
成果が継続して得られていると考
えられるが、目標値には未達成で
あった。
今後も収納費用の削減に向けて事
業に取り組んでいく。

R3年度に改善した点

①納入通知書戸数

②口座振替登録戸数

口座振替率（口座振替収納件数/収納総件数×
100）

口座振替率は減少傾向にあるため、H29年度の
数値（73.51％）まで増加することを目指す。

新規契約者のうち納付書払いのお客様を
対象に個別通知を令和２年度より件数を増
やして発送した。また、新規で口座振替の
申込みをしたお客様を対象に抽選でマン
ホールグッズ一式を送付した。

新規契約者を対象とした個別通知に効果
が見込まれることから、今年度は、納付書
払いのお客様全戸に対象を拡大して個別
通知を送付する予定である。

R2実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3実績

根拠法令

H29～ 798千円

817千円

水道及び下水道の理解を深めるとともに、生活に欠かす
ことのできない水が限りある資源であることや形を変え
ながら陸・海・空を循環していること（水の循環）などを知
ることにより、水の大切さに気付き、さらには地球の環境
保全に対する意識を高めることを目的とし、市内の小学
校に上下水道局職員を派遣し、啓発用パンフレット「所
沢の水道と下水道」等を使用して、水道及び下水道につ
いての出前教室を行う。

期間

5,506千円

0.69 人

420千円

4,389千円

指標名

11,830千円

事業の目的及び具体的な内容 企
業

652

651

窓口
サー
ビス
課

実施計画ランク 事業の種別

地方公営企業法・水道法・所沢市水道事業給水条例

自主財源確保促進
事業(長期的債券運
用・未利用地利活
用・旧水道庁舎用
地利活用・検針票
広告)
【水道】

651
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

指標名 目標設定の考え方・根拠

0校

①出前教室実施校数（令和2年度まで）
②出前教室を受けた児童の満足度・理解度（令和
3年度から）

出前教室実施事業

①実施校数（市内小学校数）

②児童の満足度・理解度

①15校（32校）

②満足度97.0％、
　 理解度97.7％

R3目標

企
業

H28～

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30千円

根拠法令

- 49千円

事業の具体的な内容及び目的

令和3年度は、2年ぶりに出前教室
を実施することができた。
出前教室を受けた児童に対して
行ったアンケート（回答数1,055人、
回収率86.3％）では、97.0％の児童
が出前教室は「とても楽しかった」
「まあまあ楽しかった」と回答し、
97.7％の児童が出前教室の内容が
「よく分かった」「まあまあ分かった」
と回答した。また、講師や補助の職
員は、新型コロナウイルス感染症
対策を講じながら出前教室を実施
した。

R3年度に改善した点

①より多くの学校で水道・下水道を学習し、それ
に役立ててもらうべく、実施校数を指標とする。
②水道及び下水道への興味を持ち、仕組みを理
解することを目的としているため、出前教室を受
けた児童の満足度・理解度を指標とする。

目標達成済

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、講師職員及び補助職員はマスク及び
使い捨てのビニール手袋を着用するととも
に、児童が触れる実験器具については、出
前教室終了後に毎回除菌シートで除菌し
てから次回の出前教室を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の収束には
至っていないことから、引き続きR4年度に
ついても、講師のマスク着用、実験器具の
消毒等の新型コロナウイルス感染症対策
を講じた上で、出前教室事業を実施する。

A

1,797千円

児童の満足度・理解
度各90％以上

R4目標

R3実績

652
給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

児童の満足度97.0％、
理解度97.7％

上下
水道
局総
務課

実施計画ランク 事業の種別

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市内３５か所ある井戸は、削井後約４０年
を経過しているものが多く、今後も計画的
に事業を実施し、取水井の保全に努めて
いく。

取水井保全事業

目標設定の考え方・根拠

A

渇水時や災害時などの水源として
も活用できるよう、取水井の清掃及
び機能診断を行い、適正揚水量で
運用することができた。

R2予算現額

根拠法令

R3年度に改善した点

渇水時や災害時に活用できるよう、自己水源で
ある取水井戸内部の清掃及び機能診断を行うと
ともに、取水井の機能維持及び水質保全のた
め、適正揚水量で運用する。

作成済みの点検計画どおりの順序の点検
を原則としつつも、異常の予兆がみられた
取水井がある場合はその取水井の点検を
優先することとした。

地下水の揚水量

指標名

R2目標

R2決算額

11,550千円

会年職
員等

0人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,550千円

R3予算現額

1.10 人

事業の具体的な内容及び目的

水道法

R2正規職員
人件費

期間 1.05 人

8,985千円

R2実績

350万㎥

445万㎥

428万㎥

350万㎥

R4目標

取水井（35箇所）の清掃及び機能診断を毎年２か所実施
する。取水井の機能維持及び水質保全のため揚水量
10,000㎥/日で運用する。

H5～

12,420千円H29～

根拠法令

期間

17,261千円

財源として収益を確保することを目標とする。
地方公営企業法、地方公共団体の健全化に関する法律
地方自治法第235条の4、地方公営企業法施行令第168条の6
所沢市上下水道局印刷物広告の掲載に関する要綱

1,339千円

事業の具体的な内容及び目的 企
業

R3年度に改善した点

収益額
※令和２年度から、一般・特別会計に係る基金と
の共同運用による運用益も含めることとした。

未利用地利活用売却益については、これ
までと同様に売払い情報を不動産情報誌
に掲載し、過去の入札に応札した業者へ
直接情報提供するなどの工夫をした結果、
大きな売却益を得ることができた。

R2目標

②未利用地利活用売却益について
は、競争入札(3者)により最低入札
価格の498万円を上回る売却益が
得られた。
③旧水道庁舎用地利活用貸付料
及び④検針票広告収益は、前年度
から継続して収入を得ることがで
き、健全な経営に寄与した。
一方、水道事業資金の減少により
新たな運用を見送ったため①債券
運用益は増加せず、⑤定期預金運
用益は得られなかった。今後もこの
傾向が続くと見込まれる。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,480千円

①721千円
②6,000千円
③10,320千円
④220千円
⑤0円

R3目標

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

A

水道事業資金の増加が見込めないため、今後
も運用益を増加させることは難しい。
残りの利活用予定地については、市街化調整
区域内であり、既設の施設の除却を行わないこ
とを前提とした貸付の実現には至らず、対応に
苦慮している。今後は利活用計画全体の見直し
を視野に入れ対応する。

R2実績

12,700千円0.50 人

4,084千円

水道事業の資産を有効活用し、自主財源の確保により
経営の活性化を図り、企業経営の健全化に努めるもの
である。
➀長期的債券の購入・運用
➁未利用地の売却・貸付け
③旧水道庁舎用地の貸付け
④検針票を活用した企業等の広告掲載
⑤一般・特別会計に係る基金との共同運用(定期預金)

0.55 人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①債券運用益
②未利用地利活用売却益
③旧水道庁舎用地利活用貸
付料
④検針票広告収益
⑤定期預金運用益

11,270千円

R2予算現額 R2決算額

目標達成済

R3実績

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額

309千円504千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

409千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

0.10 人 74.00%会年職
員等

0.1人

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

23千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

児童の満足度・理解
度各80％以上

R2目標 R2実績

0.22 人 18校以上

11,374千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

350万㎥

R3実績

目標達成済

会年職
員等

①445万㎥

R3目標

8,379千円

①取水井の保全

会年職
員等

0人

266千円

579千円

会年職
員等

0.1人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

11,220千円

0人
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SDGsへの貢献
(最大3つ)
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名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　草彅　秀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

水道建設課長　古澤　祐晴

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

どのように貢献したか

水道水の安全で安定した
供給を行った。

どのように貢献したか

年２回発行し、水道水の安
全性について紹介した。

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

災害時の安定給水に寄与
している

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

施設の適切な管理で、水
道水の安全性と安定供給
を行っている

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

６．安全な水
とトイレを世

界中に

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

指標名

2回

2回
①2回

R1～

2回 2回

水道
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

（目的）市内全域に安定的に水を供給するとともに災害
に強い施設とするため、老朽管の更新を実施している。

（内容）老朽化が進んでいる水道管について、耐震性能
が高 いダグタイル鋳鉄管に更新すること及び配水本管
の未整備路線について、耐震性能が高いダクタイル鋳
鉄管を新たに布設する。

水道管整備事業

最優先 自治事務

水道法、所沢市水道事業給水条例、所沢市水道ビジョン、所沢市水道
事業経営計画

3,250,308千円

①小口径管・大口径管の更新
延長

②新設水道管の布設延長
　（区画整理・計画道路地内）

小口径管・大口径管を更新する延長 小口径管・大口径管の更新延長合計（単年度）根拠法令

法定受託事務 法定受託＋附加 4,118,500千円

1,642,523千円

R3目標

R2目標

R3年度は市内の耐震化率を考慮し、全体
的にバランスの取れた更新工事を計画し
た。

B

令和3年度は6件の更新工事が令
和4年度へ繰越した為、決算距離
が目標距離に対し90％を下回って
いるが、繰り越した6件のうち4件は
令和4年6月までに完成し、2件につ
いても工期内に完成の見込みであ
り事業は進捗している。

R3年度に改善した点

18,000m 18,755.0m

R2実績

目標設定の考え方・根拠

R2正規職員
人件費

事業量や難易度に対応できるよう適正な
人員の配置、職員の育成、工法の検討等
を図り、計画に遅れが生じないように事業
を実施していく。

9,800m 7,505.6m

令和3年度は水道材料メーカーの都合による出荷一時停止
の影響を受け、令和4年度に繰越す工事が6件発生している。
このため決算距離が「7,505.6m」になり目標距離「9,800m」を
下回っているが、令和4年度に繰越加算されるため目標は達
成できる見込み。
（繰越見込距離2,213m+令和3年度決算距離455.3m＝
2,668.3m＞1,500m大口径）
（繰越見込距離2,229m+令和3年度決算距離7,050.3m＝
9,279.3m＞8,300m小口径）
（大口径2,668.3ｍ+小口径9,279.3ｍ＝11,947.6ｍ＞9,800m）

127,680千円 9,800m

16.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3実績

653
給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令、所沢市水道ビ
ジョン、所沢市水道事業経営計画

法定受託事務

653

1.45 人

R2正規職員
人件費

期間

浄水場整備事業
（耐震補強事業）

根拠法令

自治事務

期間

Ｈ２３～

指標名

495,344千円

目標設定の考え方・根拠

①耐震補強工事
（第一浄水場浄水池）
②耐震補強工事
（西部浄水場配水池2号）
③東部浄水場着水井耐震診
断業務委託

【R3まで】配水池の耐震化率
（耐震対策の施された配水池の有効容量÷対象配水池
等の有効容量）×100
【R4～】着水井の耐震化率
（耐震対策の施された着水井等の有効容量÷対象着水
井等の有効容量）×100

R2目標

257,165千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

393,212千円

耐震対策の施されていない西部浄水場1
号池については、今後の更新計画の中で
対応していく。
配水池の耐震化に一定の目途がついたた
め、令和4年度からは浄水場施設全体の耐
震化として着水井の耐震化に着手する。

目標達成済

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

安全な水の安定供給と災害に強い
ライフラインを構築するため、更新
予定の1池を除いて全て完了したこ
とで、配水池等の耐震化について
は現時点で実行可能な目標を達成
した。

R3年度に改善した点

耐震化を進めることが当該事業の目的となって
いるため、耐震化率を指標とする。 西部浄水場耐震補強工事では、周辺環境

に配慮した工法を採用した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

95.1%

47.8%

①1池

②1池

③1池
1.45 人

95.1%

R4目標

11,571千円

4,511千円

R4目標

11,844千円

17.00 人

93.5% 87.0%

R3目標

法定受託事務自治事務

11,970千円

企
業

法定受託事務

4,628千円

4,333千円

上下水道事業の経営状況や施策事業の取組等に関す
る幅広い情報について、積極的な広報活動を行うことに
より、利用者の理解と協力が得られるように「事業の見
える化」に努め、公営企業として経営健全化等を図るも
のである。 0.58 人

指標名

R2正規職員
人件費

R2目標

R3年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

コロナ禍によるマンホールサミットの延期に
伴い、予定していたイベント特集記事の掲
載が発行直前で不可になったが、延期を
見据え同時作成を進めていた「マンホール
大図鑑」を代替記事として掲載し、無事発
行につなげた。

例年夏号と冬号の年２回の発行を目標としているが、
令和３年度は、１１月実施の「マンホールサミット」に向
け、効果的な周知をするため、夏号発行を８月からイ
ベント直前の１０月に変更する。それに合わせ、冬号
の発行を１２月から２月に変更する。

広報紙の発行回数

「読んで得する・知って得する」をコ
ンセプトに令和元年度に発行した
広報紙は、わかりやすく上下水道
事業を知っていただく契機となっ
た。
市のイメージマスコットである「トコ
ろん」と上下水道局イメージマス
コットである「所沢しずく」の４コマ漫
画の連載により、親しみやすい紙
面とすることができた。また、多くの
利用者から、反響を頂き、積極的な
広報活動に理解を得ることができ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

さらに利用者にとってわかりやすい情報の
充実と、事業への理解を深めていただける
よう、引き続き取り組んでいく。

目標達成済

0.50 人

R2予算現額

①発行回数

R2実績
652

実施計画ランク

優先

イメージアップ事業
（ところざわ水物語
発行）【水道】

期間

経営
課

Ｈ２３～

最優先

優先 自治事務

事業の具体的な内容及び目的

配水池等（13池・総有効水量92,000㎥）の耐震診断を順
次行い、その結果に基づき耐震補強設計及び耐震補強
工事を実施し、耐震化する。

着水井等（5か所・総容量3,140㎥）の耐震診断を順次行
い、その結果に基づき耐震補強設計及び耐震補強工事
を実施し、耐震化する。

法定受託＋附加

H21～

事業の目的及び具体的な内容

1か所

R4目標

目標達成済

653
給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

指標名

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令、所沢市水道ビ
ジョン、所沢市水道事業経営計画

1か所

所沢市水道事業経営計画に基づき計画的に更新工事
を行い、設計業務委託完了及び更新工事完了を指標
とする。

R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

A

適正な運用環境の確保等から使用
期間20年を目安とした監視制御装
置の更新として、東部浄水場につ
いては完了し、第一浄水場につい
ては基本計画を作成し、予防保全
型維持管理を実現している。

R3実績

2か所

期間

R3決算額（見込み）

629,090千円

R3正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

浄水場施設・設備全般について、計画的に
点検や消耗部品の交換など実施し、予防
保全型維持管理に努め、設備の延命化を
図る。第一浄水場電気設備の更新は令和
4年度に実施設計、令和5年度から更新を
開始する。

R2実績

受注者の工場内で行う機器の製作期間に
あたる工期を、ゼロ債務を利用して有効に
活用した。

1か所

所沢市水道事業経営計画に基づき浄水場監視制御装
置の更新工事を実施する。
令和元年度から令和３年度にかけて、東部浄水場監視
制御更新工事を行う。

0.85 人

1.50 人

浄水場施設・設備
更新事業

根拠法令

0千円

939,279千円

事業の目的及び具体的な内容

6,943千円

法定受託＋附加

事業の種別

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

-

根拠法令

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

R2決算額

3,314千円

R3予算現額

4,084千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①7,505.6m

②1,321.1m

138,856千円

R2予算現額 R2決算額

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

2回

R4目標

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

R3目標 R3実績

R2予算現額 R2決算額

R2正規職員
人件費

291,170千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2目標

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額

R3その他職員
従事割合

①更新機器の据付
（東部浄水場監視制御装置）
②西部浄水場配水ポンプ更新
③電気設備更新工事基本設
計（第一浄水場）

設備の更新を実施する施設数

会年職
員等

0人

3か所
①１か所

②１か所

③１か所

R3目標

0人

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

4,122千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

3,255,576千円

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　草彅　秀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　草彅　秀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　草彅　秀夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　草彅　秀夫

どのように貢献したか

開催延期のため実績なし。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

下水道事業の健全な経営
のための経済的活用。

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

４．質の高い
教育をみん

なに

年２回発行し、下水道の仕
組みや大切さについて、紹
介した。

どのように貢献したか

どのように貢献したかR3目標 既存のマンホール蓋広告が順次契約期間の満
了を迎えるため、広告主へ期間延長の営業活
動を行い、広告の獲得に努める。
また、新たな広告設置場所の調査を引き続き研
究するとともに、既存広告主へのアフターフォ
ローとして清掃、点灯確認、機器点検等の維持
管理を適切に行う。

40箇所 61箇所

R3年度に改善した点

①61箇所
②8,548千円
③220千円

所沢市上下水道局マンホール蓋広告の掲載に関する要綱
所沢市上下水道局印刷物広告の掲載に関する要綱

優先 令和2年度にイルミネーションマンホール蓋広告を28
箇所設置したため実績が目標を大きく上回っている
が、平成30年度以降に設置したマンホール蓋広告が
令和3年度以降に順次契約期間満了を迎えるため、総
合計画前期基本計画策定時の目標値をそのまま採用
した。

より多くのマンホール蓋広告を獲得するため、
①掲載期間延長時の割引②短い掲載期間への
対応(3年のみ→3,2,1年)③3箇所以上設置時の
割引を目的とする要綱改正を行った。
また、市内のイルミネーションマンホール蓋を一
覧できるガイドマップを作成し、所沢市観光・物
産館YOT-TOKO等で配布することで、更なる周
知を図った。

目標設定の考え方・根拠

R2目標

期間 0.99 人

目標達成済

事業の具体的な内容及び目的

有料広告用デザイン入りマンホール蓋及びイルミ
ネーションマンホール蓋の設置箇所数の合計

下水道事業の資産を有効活用し、自主財源の確保によ
り経営の活性化を図り、企業経営の健全化に努めるも
のである。
➀マンホール蓋を活用し企業等の広告を掲載
➁イルミネーションマンホール蓋を活用し企業等の広告
を掲載
➂検針票を活用し企業等の広告を掲載

法定受託事務 法定受託＋附加 3,680千円

R3実績

自主財源確保促進
事業（マンホール蓋
広告・イルミネー
ションマンホール蓋
広告・検針票広告）
【下水道】

R2実績

Ｈ３０～ 50箇所

R4目標

661
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み30箇所 61箇所

A

マンホール蓋広告については、平
成30年度に設置したものが契約期
間の満了を迎えるため、設置数の
大幅な減少が危惧されたが、広告
料体系の見直しと営業活動により
減少を最小限に食い止めることが
できた。
イルミネーションマンホール蓋につ
いては、営業活動の結果、新たに２
箇所のイルミネーションマンホール
蓋を設置することができた。
検針票広告は、継続して収入を得
ることができた。

Ｒ１～ 4,628千円

2回

2回

期間
①2回

R3目標

0.58 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

根拠法令

4,084千円上下水道事業の経営状況や施策事業の取組等に関す
る幅広い情報について、積極的な広報活動を行うことに
より、利用者の理解と協力が得られるように「事業の見
える化」に努め、公営企業として経営健全化等を図るも
のである。

2回

R4目標

コロナ禍によるマンホールサミットの延期に
伴い、予定していたイベント特集記事の掲
載が発行直前で不可になったが、延期を
見据え同時作成を進めていた「マンホール
大図鑑」を代替記事として掲載し、無事発
行につなげた。

A

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み2回

「読んで得する・知って得する」をコ
ンセプトに令和元年度に発行した
広報紙は、わかりやすく上下水道
事業を知っていただく契機となっ
た。
市のイメージマスコットである「トコ
ろん」と上下水道局イメージマス
コットである「所沢しずく」の４コマ漫
画の連載により、親しみやすい紙
面とすることができた。また、多くの
利用者から、反響を頂き、積極的な
広報活動に理解を得ることができ
た。

R3年度に改善した点

さらに利用者にとってわかりやすい情報の
充実と、事業への理解を深めていただける
よう、引き続き取り組んでいく。

R3実績

661
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

優先 法定受託＋附加

-

事業の具体的な内容及び目的
イメージアップ事業
（ところざわ水物語
発行）
【下水道】

2,394千円 90.0%

コロナ禍においても実施可能な代替案を研
究し、準備を進めていく。期間 0.30 人 R4目標

R2～

1,634千円

①0％
90.0%

R3目標 R3実績

開催中止のため実績なし。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点指標名 目標設定の考え方・根拠

①参加者の満足度

参加者の満足度（実施後のアンケートで「とても楽
しかった」又は「楽しかった」と回答した人数の割
合）

R3決算額（見込み）

４．質の高い
教育をみん

なに

R2目標

どのように貢献したか上下水道についての知識・理解を深め、水資源の大切さ
や環境衛生の保全に対する意識を高めること等を目的
とする。また、市内小学校児童の夏休み自由研究の課
題としても相応しいものである。

0.20 人 90.0% 0.0%

R3正規職員
人件費

C

114千円

0.0%

事業の具体的な内容及び目的

参加者の満足度の高さによって、参加者が上下水道
についての知識・理解・関心をより深められたと考えら
れるため、満足度90％を目標とした。

R2年度に開始した事業だが、新型コロナウ
イルス感染症の影響により開催に至ってい
ないため、改善点はない。

イメージアップ事業
（上下水道施設見
学）

根拠法令 １０．人や国
の不平等を

なくそう-

法定受託＋附加

3,500人 0人

目標設定の考え方・根拠指標名

１０．人や国
の不平等を

なくそう

４．質の高い
教育をみん

なに

新型コロナウイルス感染症の影響
により開催を中止したためC評価と
した。R2実績

661

根拠法令

自治事務 法定受託事務

企
業

重要

自治事務

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

自治事務 法定受託事務

指標名

661
経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

期間

　全国で開催される「マンホールサミット」の第10回大会
を、下水道施設の跡地に建設された「ところざわサクラタ
ウン」を会場として実施するものである。
　市はもとより国内外の幅広い層に、日本が世界に誇る
文化物であるマンホール蓋の魅力を発信し、下水道の
役割を伝える「見える化」を推進し、下水道事業全体のイ
メージアップにつなげることを目的とする。

法定受託＋附加

イメージアップ事業
（マンホールサミット
開催）

R2～

最優先 自治事務 法定受託事務

1.40 人

11,172千円

R2正規職員
人件費

0.70 人

5,718千円

8,868千円

R3年度に改善した点

来場者数が下水道事業の「見える化」を図った対象と
して考えられる。過去のマンホールサミット開催実績よ
り、来場者見込を7,000人とした。なお、令和３年度は
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、来場者を半
数に制限した。

R2年度に開始した事業だが、新型コロナウ
イルス感染症の影響により開催に至ってい
ないため、改善点はない。

新型コロナウイルス感染症の影響によって開催
を再延期したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

C

新型コロナウイルス感染症の影響
により開催を延期したためC評価と
した。
※令和３年度決算額（1,407千円）
については、サミットの企画運営に
係る費用を一部執行したほか、抽
選会当選者へ配付する景品を作成
したもの。

目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析

マンホール蓋を通じて下水道をより身近なものに感じ
ていただくためには、多くの方にご来場いただく必要が
ある。そのための仕掛けとして、各種記念品・景品の
ほか、リレートークや体験型ブースなど来場者の興味
をひく各種イベントを企画している。
目標来場者数を当初の7,000人に戻し、物価も高騰し
ているが、経費の上昇を抑えるよう様々な調整を行っ
ていく。

7,000人 0人

根拠法令

- 9,138千円

事業の具体的な内容及び目的 R2実績

①来場者数
①来場者数

R2その他職員
従事割合

R3目標

①0人

R2目標

R3目標値が未達成の理由・分析

0.78 人

①マンホール蓋広告設置箇所
数
②マンホール蓋広告収益
③検針票広告収益

※①②はイルミネーションマン
ホール蓋を含む。

R2予算現額 R2決算額

1,168千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5,267千円

会年職
員等

指標名

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

7,900千円

4,486千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0人
6,371千円

4,511千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

4,333千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

例年夏号と冬号の年２回の発行を目標としているが、
令和３年度は、１１月実施の「マンホールサミット」に向
け、効果的な周知をするため、夏号発行を８月からイ
ベント直前の１０月に変更する。それに合わせ、冬号
の発行を１２月から２月に変更する。

R2目標 R2実績

0.50 人

①発行回数
広報紙の発行回数

2回

会年職
員等

0人

3,314千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

3,917千円

R2予算現額 R2決算額

331千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,407千円

R3実績

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

7,000人

R4目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

106千円

新型コロナウイルス感染症の影響によって開催
を中止したため。

R3その他職員
従事割合

0人

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

3千円

会年職
員等

会年職
員等



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備担当参事　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備担当参事　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備担当参事　根岸　清

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

下水道の整備の財源であ
る受益者負担金の徴収に
より、事業が円滑に進み、
公衆衛生の向上に寄与す
ること。

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

重要なライフラインである
下水道の耐震性能が向上
することで、下水道の機能
保全に貢献している。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

ゲリラ豪雨や集中豪雨が増え
たことに対応した事業であり、
下水道への雨水流出を抑制
することで浸水被害の軽減に
貢献している。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

下水道整備によって公共
用水域の水質保全に貢献
している。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

企
業

下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

下水道管渠布設事
業

期間

最優先

事業の具体的な内容及び目的

目標設定の考え方・根拠

B
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

根拠法令

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

下水道法、都市計画法、第１次市街化調整区域下水道整備計
画

4,002,019千円

114,107千円

R3年度に改善した点

①汚水管の整備面積

②

③

整備面積
汚水管の整備面積が拡大することで目標達成の
成果が把握できるので、整備面積を指標とする。

下水道工事の支障となる地下埋設物等に
ついて、移設せずに工事を進めることが可
能か、現地の状況の確認と検討を重ねて
極力移設せず済むように努め、また、周囲
への影響が出ないよう慎重に工事を進め
た結果、物件補償を抑えることができた。R2目標

①12.3ha

②

③

R3目標

令和4年度に繰越した工事を着実に完成さ
せるとともに、施工が難しい路線など現場
を再確認し、第4期市街化調整区域下水道
整備事業を予定通り進める。

令和３年度目標に対し90％に達し
ていないが、繰越した第4期工事3
件は令和4年7月までに完成してお
り、着実に事業は進捗している。

一部の下水管布設工事で県の道路改良工事の
影響から発注時期が予定より遅れたり、現場の
土質状況により、地盤改良及び工法変更が必要
となったため、やむを得ず次年度に繰り越したこ
とから予定整備面積を下回ったものである。

15.7ha 12.3ha

R3実績

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

663
下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

13.97 人

H15～R6 109,087千円

13.67 人

662

目標設定の考え方・根拠

①マンホールの地震対策

②管渠の地震対策

指標名

129,000千円

生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、
主に下水道未整備区域の汚水管整備を進める。平成15
年度から「第１次市街化調整区域下水道整備計画」に基
づき整備に着手し、第1期から第3期までの各5年間の整
備事業は完了した。令和2年度からは第4期市街化調整
区域の面整備事業を行っている。

5.3ha 3.0ha

10.9ha

R4目標

R2正規職員
人件費

1.52 人

各年度のマンホール地震対策の完了箇所数及び
管渠の地震対策

計画の対象路線が緊急輸送道路に埋設されて
いる管渠や幹線管渠であることから、断面が大
きく流量も多いうえマンホールも深く、施工困難
な条件のため工法等の検討に苦慮している。引
き続き、平成30年～令和4年度を計画期間とす
る中期計画に基づき耐震工事を進める。また、
並行して次期計画の策定を行う。

目標達成済①3箇所　②197ｍ

R2実績
A

目標を達成しており、成果をあげて
いると考えている。令和3年度は、
マンホールの地震対策に加え寿町
地内の管渠239ｍの地震対策工事
を行った。

R3年度に改善した点

中期計画（平成30年度～令和4年度）で定めたマ
ンホール耐震化総箇所数25箇所のうち、各年度
で設定した耐震化箇所数を目標指標とする。

①4箇所　②167ｍ

新所沢地区にある雨水調整池５箇所の耐
震化について、早期に事業を開始するた
め、中期計画を変更して位置づけた。

R2目標

①9箇所　②－
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析
R2その他職員
従事割合

①9箇所　②－

①3箇所　②239ｍ

1.46 人 R4目標

R3目標

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

実施計画ランク 事業の種別

企
業

平成21年度に策定した所沢市下水道総合地震対策計
画に基づき、重要な幹線や緊急輸送道路等に埋設され
ている下水道施設を対象に、災害に強いライフラインを
構築するため、管渠やマンホール等の耐震化を進める。
平成30年度以降は、中期計画に基づき事業を進めてい
る。

最優先 自治事務 法定受託事務

期間

事業の具体的な内容及び目的

法定受託＋附加

指標名

雨水浸透化事業

目標設定の考え方・根拠

A

目標を達成しており、成果をあげて
いると考えている。今後も施工する
箇所の選定を的確に進め浸透化を
実施していく。
また、施工箇所の住民に対し聞き
取り調査を行い、以前より水の引き
が早くなった、など意見をいただ
き、一定の効果はある。

根拠法令

下水道法、都市計画法

最優先

73,133千円

近年、都市化の進展やゲリラ豪雨の増加で下水道によ
る雨水排水が困難な状況となっていることから、市内各
所で内水被害が発生している。そこで、内水被害の軽減
を図るため、雨水を地下に浸透させることで雨水流出を
抑制し、浸水被害を軽減する道路雨水桝浸透化等を進
めるものである。

R3年度に改善した点

完了箇所が増加することで目標達成の成果が把
握できるので、完了箇所数を指標とする。

令和2年度までは浸透化する雨水桝の目
標数を120箇所としてきたが、浸水被害を
早期に改善するため、令和3年度より210箇
所へ増加した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

雨水桝に落葉や土砂が堆積すると浸透機能に
影響するため、定期的な清掃等が必要であり、
道路の維持管理セクションと連携し、適切な維
持管理に努める必要がある。
また、近年の集中豪雨が多発している状況を勘
案し、年度あたりの箇所数を増やしていくなど、
短期間で浸水被害の軽減を図っていく必要があ
る。

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

①道路雨水桝浸透化

②雨水浸透井築造

完了個所数

事業の具体的な内容及び目的 R2目標 R2実績
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①120箇所　②1箇所 ①120箇所　②1箇所

10,618千円

①210箇所

②1箇所

R3目標 R3実績

①210箇所　②1箇所 ①210箇所　②1箇所

1.30 人

R4目標

H30～R6 11,172千円 ①210箇所　②1箇所

会年職
員等

0人
期間

H21～

下水道地震対策事
業

根拠法令

下水道法、都市計画法、下水道総合地震対策計画

663
下水
道整
備課

重要 自治事務 法定受託事務

662
下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

1.15 人

都市計画法第75条、所沢都市計画下水道事業受益者負担に
関する条例

下水道の整備により利益を受ける人に建設費の一部の負担を
求めることによって、公共下水道の整備を推進する。
・公共下水道整備地区の土地所有者等に対し、事業説明会、
申告受付を経て、対象となる土地の面積に単価を乗じて負担
額を決定する。
･市街化調整区域の土地の面積に乗じる単価は、平成27年度
より1㎡当たり1,030円となった。
･納付方法は、5年間の分割納付が基本であるが、希望により
一括納付もできる。

0.90 人

事業の具体的な内容及び目的

R3正規職員
人件費

11,651千円

R3正規職員
人件費

12,415千円

R3年度に改善した点

現年度分徴収率
収入済額/調定額(収入すべき額)
※都合により納付が年度内にできない納付者を
考慮したため、目標を98％にしている。

受益者負担金の未納者に対し、下水道整
備課と連携し、取付管の設置を一旦凍結
することにより、受益者負担金を納め始め
る受益者がおり、徴収率の向上につながっ
た。

R2目標

令和3年度分の収納率について
は、目標値の98%を下回った。令和
4年度も前年度に引き続き市民の
目線に立った丁寧な説明等を行う
とともに、委託業者による年2回の
訪問徴収のほか、職員による自宅
訪問の回数を増やすなどして、受
益者負担金の徴収強化を図ってい
く。

令和2年度から第4期事業が始まり、新たな
受益者と、第3期事業の未納者の管理が必
要となる。徴収率維持のため、未納者への
訪問回数を増やし、引き続き事業への理
解を求めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み99.0%

新型コロナウイルス感染症の蔓延により、納期
限内の納付が困難であったり、蔓延防止期間中
の訪問徴収が行えなかったことが、未達成の主
な理由である。

A

R2実績

①調定額

②収入済額92千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

265千円

R2決算額

R4目標

企
業

法定受託＋附加

S44～

98.0% 97.4%

7,182千円

①79,998,600円

②77,930,700円

R3目標 R3実績9,393千円

期間

98.0%

98.0%
受益者負担金賦課
徴収事業

2,533,087千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 目標設定の考え方・根拠

R2予算現額 R2決算額

1,287,134千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0人

45,923千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

148千円

R2正規職員
人件費

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

1.40 人

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

44,418千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

68,618千円

R2決算額

87,428千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

118,403千円155,951千円

R2予算現額

①3箇所

②239ｍ会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

166千円

3,256,114千円



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　岩崎　幸司

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

１４．海の豊
かさを守ろう

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

予防保全型の維持管理を行う
ことにより、下水道管の老朽
化に起因する道路陥没等の
事故を未然に防ぐことが可能
で、安心安全な街づくりに寄与
すること。

どのように貢献したか

台風や集中豪雨による増
水に備えた適切な管理に
よって、適切な都市環境を
保持していること。

１５．陸の豊
かさも守ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

３．すべての
人に健康と

福祉を

維持管理に関する様々な要望
に迅速に対応し、市民の安心
安全なライフラインを確保する
と共に、生態系に配慮した調
整池護岸の整備による環境保
全を図ること。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

実施計画ランク 事業の種別

企
業

根拠法令

事業の具体的な内容及び目的

指標名

下水道維持管理事
業

目標設定の考え方・根拠

重要 ①1年間に清掃した管渠延長
②1年間に取替えたマンホー
ル蓋の個数
③1年間に外部情報により実
施したテレビカメラ調査箇所
④1年間に受けた改善要望件
数

改善要望対応件数

663
下水
道維
持課

下水道法 2,104,874千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,331,831千円

R3年度に改善した点

マンホール蓋のガタツキ、振動、騒音、下水道管
の詰まり、臭気、溢れ等の改善要望件数に対し、
改善が完了した割合とする。
すべての要望に対応する「100％」を目標とする。

R元年度とR2年度に行ったカメラ調査デー
タを電子台帳に入力し、現場対応の迅速
化をはかった。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

導入したタブレットパソコンを現場で活用す
ることで迅速な対応が可能となった。今後
も電子台帳の整備を充実させるとともに、
改善要望に速やかに対応し達成度100％
を維持する。

A

改善要望は対応できている。外部
情報を受けると直ちに現地確認を
行い迅速に対応した。R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

100.0%

R2目標 R2実績

100.0% 100.0%

R2その他職員
従事割合

12.10 人

R3目標118,436千円

100.0%

100.0%

R4目標

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3実績

59回

重要

S33～ 96,558千円

①4,874ｍ

②581個

③34箇所

④82件

下水道法 78,755千円

自治事務 法定受託事務

R2予算現額 R2決算額

59,502千円

28,329千円

R3予算現額

38,390千円

71,277千円

定期的な調整池等の除草・スク
リーン清掃等を実施し、適切な維
持管理と事故防止の徹底を図っ
た。

R4目標

50回

50回

法定受託＋附加

R2目標 R2実績

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

14.50 人

R2正規職員
人件費

R3年度に改善した点

①1年間にしゅんせつした
堆積土の量

②1年間に除草した面積

調整池等の点検回数
(除草・スクリーン清掃等)

調整池及び水路等の適切な維持のため、週1回の
パトロールを実施することとし、年間50回を目標とす
る。 老朽化していた調整池のフェンスの更新工

事を行い、安全対策を図った。

R3目標値が未達成の理由・分析
A

指標名

都市下水路維持管
理事業

根拠法令

浸水のない快適な都市環境を保持し、市民の安全で快
適な生活を守るため、都市下水路及び調整池を適切に
管理する。
①堆積土のしゅんせつ
②除草、樹木の剪定
③施設の補修及び改良工事
④降雨災害防止のための対策及び巡回

4.70 人 50回

事業の種別

R3目標

52,491千円

事業の具体的な内容及び目的

3.55 人

期間

S45～

期間

56回

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

施設の老朽化が進んでいるため、今後も
修繕費が必要となる。
都市下水路及び調整池の適切な管理を
行っていく。会年職

員等
0人

企
業

①360㎥

②68,410㎡

663
下水
道維
持課

実施計画ランク

重要なライフラインである下水道を適切に維持管理し、その機
能を発揮させ継続的に利用できる環境を整える。
①土砂及び油脂の堆積による流下能力の低下を防ぐための下
水道管渠清掃
②老朽化している施設の更新
③下水道施設から発生する臭気対策、不明管・浸入水等のテ
レビカメラを使用した原因調査
④降雨災害防止のための対策及び巡視
⑤市内ポンプ場・調整池等の適切な運転管理、監視・安全管
理の徹底

R2目標
664

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

168,035千円

目標設定の考え方・根拠

C

更生工事の一部(2本)が繰り越しとなり、実績に
計上できなかったため。

①改築延長

②テレビカメラ調査延長

改築延長

R3実績

指標名

R2実績

226ｍ 382ｍ

R3年度は更生工事の一部が繰り
越しとなり、実績には計上すること
ができなかったものの、所沢地区
の改築と毎年度約30ｋｍのビデオ
カメラ調査の双方が順調に進展し
ている。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3年度に改善した点

緊急度ⅠないしⅡにおける改築工事の計画及び
実施延長を指標とする。

下水道施設管理システムに令和元年度と2
年度にストックマネジメント事業で実施した
管路施設調査の電子データを入力し、デー
タベースを構築した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4年度からは緊急度Ⅱの改築と並行し
て、第二期ストックマネジメント計画の作成
業務を進めていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業の具体的な内容及び目的

平成29年度に策定した「所沢市下水道ストックマネジメント実施
方針」に基づき、予防保全を中心とした計画的な維持管理等を
行い、事業費の平準化を図るとともに下水道機能を持続的に
確保するものである。

期間

下水道ストックマネ
ジメント事業

根拠法令

下水道法　所沢市下水道ストックマネジメント実施方針

期間

R3～

H23～ 41,895千円 720ｍ

5.25 人 R4目標

①230m

②30km

R3目標

718ｍ

35,122千円

R2予算現額 R2決算額

2,211,274千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

266,151千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

230ｍ

R2予算現額 R2決算額

121,533千円

R3予算現額

4.30 人

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2.80 人

1,926,764千円

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

0人

R3決算額（見込み）

121,363千円

664
下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R2予算現額 R2決算額

雨天時浸入水対策
事業

根拠法令

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

テレビカメラ調査の実施により、対
策への準備が着実に進んでいる。

R3年度に改善した点 ９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

R3年度から開始した事業のため、該当な
し。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

分流化について地域住民の協力が欠かせ
ないことから、引き続き事業の主旨につい
て周知し、理解を求めていく。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①テレビカメラ調査延長

②汚水管詳細設計業務委託
延長

テレビカメラ調査延長
下水管改築等の準備段階として、既設下水管の
テレビカメラ調査の計画及び実施延長を指標と
する。

下水道法　雨天時浸入水対策ガイドライン(国) 69,391千円 67,348千円

事業の具体的な内容及び目的
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

22,344千円

R3目標 R3実績

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,600m

①11,232ｍ

②1812.2ｍ

近年、下水道施設の老朽化に伴い、台風やゲリラ豪雨
などの雨天時に汚水管への雨水の流入を起因としたマ
ンホール蓋の飛散、溢水、宅地内への逆流等の被害が
多発している。これを受けて、発生原因箇所への対策と
して汚水管の改築や雨水施設の設置等を行うことで汚
水管へ浸入する雨水の量を抑制するとともに、施設対策
として汚水貯留施設等を築造し流量の調整を行うこと
で、下流への流下量を低減させるものである。

会年職
員等 どのように貢献したか

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

11,232m 11,232m 汚水管の改築等によって、
台風やゲリラ豪雨などの雨
天時に発生する被害を抑
えること。

会年職
員等

0人
R4目標



総合
評価

評価
理由

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R3)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど成果

現状の課題

計画
コード 事業自体が

貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

建築指導担当参事　保坂　貞夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

住宅等の耐震化を図ること
で、市民が安全で安心した
生活のできる災害に強い
街づくりを推進した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

管理不全なマンションの自
主管理水準向上の支援を
行うことで、良好な住環境
の整備に繋げる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

672
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

優先 自治事務

A

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

建設から50年を経過するなど、団地の老朽
化が進んでいることに対応し、市営住宅の
長寿命化の策定を行い課題を整理し、そ
の課題解決のために、今後の市営住宅整
備の方向性について、市営住宅等マネジメ
ント計画で整理する。

85.4%

毎年度入居者からの収入申告により家賃を決定
しており、収入超過者に対しては住戸の明渡しに
関する通知や、家賃の見直しの周知はしている
が、市営住宅の明渡しは法的に努力義務となっ
ているため、協力いただけない場合が多い。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

１．貧困をな
くそう190,190千円 188,763千円

①修繕件数

②入居件数（年度内最大）

③空家募集戸数

居住者の中の低額所得者の割合
（（入居者数-収入超過者数）/入居者数*100）

低額所得者の居住の安定を確保することが目的
であるため、入居者数のうちの低額所得者の割
合を指標とする。

空き家解消に向けた修繕により、募集戸数
を前年度より21戸増やすことができた。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2.38 人 100.0%
市営住宅運営事業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

19,440千円

①１５４件

②７０１件

③４１件

R3目標 R3実績

入居者の8割以上が収入分位１（月
額収入０から104,000円）の方が占
めており、概ね適正に運営が行わ
れている。

R3年度に改善した点

R2目標

1人

R2決算額 指標名

どのように貢献したか

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 93.5%
退去修繕戸数を増やして、
供給可能な住戸を確保す
ることによって、入居者数
の増加を図ることが出来
た。

2.45 人

会年職
員等

1人

会年職
員等

期間 R4目標

S27～ 19,551千円 100.0%

住宅に困窮する低額所得者に対して、地方公共団体
が、健全な生活を営むことのできる住宅を整備し、低廉
な家賃で賃貸することにより市民生活の安定と社会福祉
の増進を図るものである。

建築
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H19～ 7,182千円

我が家の耐震診
断・耐震改修補助
事業

「所沢市建築物耐震改修促進計画」に基づき、市民が安
全で安心した生活のできる災害に強い住環境を整備す
ることを目的とし、市内の住宅等の耐震化を図るため、
民間建築物の耐震診断及び耐震改修費用の一部を補
助する。

優先 自治事務

指標名

耐震診断・耐震改修補助実績件数

市内の民間建築物の耐震診断及び耐震改修費
用の一部を補助し、住宅等の耐震化を図ること
が本事業の目的となっているため、耐震診断・耐
震改修費用の補助実績を指標とする。
目標値は、当初予算にて見込んでいる補助件数
とする。

建築物の耐震改修の促進に関する

法律，我が家の耐震診断補助金交付要綱，我が家の耐
震改修補助金交付要綱

1,600千円

法定受託事務 法定受託＋附加 3,900千円

根拠法令

①我が家の耐震診断相談会
での相談件数

②補助実績棟数

③ホームページアクセス件数

R3年度に改善した点

令和３年度より都市計画課が実施している
「マンション管理適正化支援事業」と連携を
図り、分譲マンションの耐震化の促進に取
り組むこととした。

目標設定の考え方・根拠

C

一戸建て住宅の耐震診断の補助
件数が、当初の目標を下回ってお
り、近年この傾向が続いている。
一方、マンションや緊急輸送道路
閉塞建築物についても耐震化が進
んでおらず、大規模建築物の耐震
化を促進するための取り組みも喫
緊の課題となっている。

近年、非木造の共同住宅において耐震化
の動きが見られる中、令和３年度もマン
ションの耐震診断が実施されたが、今後も
こうした大規模建築物の耐震診断や耐震
改修の実施が想定されることから、状況に
応じた予算の確保が必要となる。

本事業の対象となる昭和56年以前の建築物につ
いては、築後40年以上が経過しており、特に木
造住宅の場合は改修工事より建替えを選択する
時期に来ていることや、非木造建築物について
は改修に要する費用負担が大きいこと等が要因
になっているものと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み9件（当初11件） 7件

0.90 人 R4目標

①15件（新耐震建築物含む）

②6棟

③16,744件

R3目標 R3実績

11件

0.74 人

672
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

マンション管理適正
化支援事業

事業の具体的な内容及び目的

分譲マンションの管理不全の解消や自主管理水準の向
上を目的として、届出制度による管理実態の把握、管理
不全の兆候が見られる要支援マンション等へのアドバイ
ザーや専門家派遣、無料定期相談会の開催等の支援を
実施する。期間

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

マンション管理適正化法、所沢市マンション管理適正化推進条
例、所沢市マンション管理アドバイザー派遣制度実施要綱

5,000千円

優先 自治事務 法定受託事務 ①マンション管理適正化条例
の制定

②マンション管理適正化推進
計画の策定

③マンション管理実態調査

マンション管理無料相談会の相談件数

法定受託＋附加 0千円

6,044千円

公営住宅法　所沢市営住宅条例 191,338千円 189,868千円

事業の具体的な内容及び目的

会年職
員等

0人

0人
会年職
員等

法定受託＋附加

R3その他職員
従事割合

指標名

R3実績

R2予算現額 R2決算額

0千円

R2目標 R2実績

R3予算現額

0人

アドバイザー派遣や管理計画認定制度等
は条例に基づく届出書の提出があったマン
ションを対象としていることから、まずは届
出書を提出いただけるよう周知を徹底す
る。また、アドバイザー派遣制度など、要支
援マンションへの支援策についても運用を
通じて、適宜改善する。

30件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組みA

引き続き相談件数を増やすために
相談会について周知する。さらには
令和4年度から開始した届出制度
やアドバイザー派遣、管理計画認
定制度など、適正化に向けた取組
みを行っていく。

R3年度に改善した点

R3目標値が未達成の理由・分析

マンション管理士会と連携したマンション管理組
合及び居住者を対象としたマンション管理無料
相談会の相談件数を増やすことで管理不全の解
消等に繋がる。

マンション管理実態調査を行い、市内の管
理不全の兆候が見られる要支援マンション
を抽出した。また、今後の支援に繋げるた
めに所沢市マンション管理適正化条例の
制定、所沢市マンション管理適正化推進計
画の策定を行った。

年間6回の相談会のうち1回が、新型コロナウイ
ルスの影響により開催できなかったため。

31件

28件

R3～ 4,469千円 34件

R4目標

18件

①制定済

②策定済

③実施済

R3目標

671

期間

事業の具体的な内容及び目的

R2予算現額 R2決算額

3,772千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,500千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

8件（当初11件） 6件

R2目標 R2実績

会年職
員等

0人

3,498千円

R2その他職員
従事割合

0千円

0.56 人

R3正規職員
人件費

0.00 人

R2正規職員
人件費

会年職
員等

R3決算額（見込み）


